
民　　生

1　社　会　福　祉

2 .生　活　保　護

3　児童・母子福祉

4　身体障害者福祉

5　精神薄弱者福祉

6　老　人　福　祉

7　医療費助成制一度

8　失業対策事業

9　一国民健康保険

10　国　民　年　金

11戸　籍・住　民

12　住　民　組　織

13
住居表示整備
事業実施状況

14　交通安全対策

59

60

62

67

69

70

74

75

77

79

81

82

83

84



y
t

ii

*



1　社会福祉
(1)民生委員　(昭4 8.4.1現在)

_ア　定数　500人　現員467人(男292人　女175人)

イ　地区別民生委員数

f i.v h..ni l- 東 部 西 部 南 部 北 部 中 郡 西 和 部 東 北 部 湖 東 白 川 部 西 北 部 計

男 1 9 2 8 2 2 4 9 4 0 3 5 2 4 3 2 2 1 2 2 2 9 2

女 2 2 1 6 6 4 2 2 6 6 1 2 1 0 1 7 1 8 1 7 5

計 4 1 4 4 2 8 9 1 6 6 4 1 3 6 4 2 3 8 4 0 4 6 7

ウ　民生委員推せん制度

民生委員推せん準備会

各校区5名以内(校区社協代表、婦人会代表、民生委員代表、自治会代表、 PTA代表(小学校)により

構成)の民生委員推せん準備委具により選考の上推せんする。

民生委員推せん会

各校区より推せんされた候補者を、民生委員法第8条による委員構成により、民生委員推せん会によって

推せんする。

工　処　　遇

民生児童委員報償金

総務　年額23,000円　委員　年額22,000円(内13,000円は県より補助)

市電乗車券(全線パス)

・民生委員協議会運営交付金　年額4 7 0,0 0 0円

費用弁償(大会等出席旅費)年飯1 5 9,0 0 0円

(2)社会福祉団体一覧

名 称 代表者 所 在 地 設 置 日 的

法人 簾本市社会 星子 敏雄 手取本町 1 - 1 熊本市における社会福祉事業の能率的運営と組織活動を促進
福祉協議会 し、もって市民の福祉の増進を図る
熊本市未亡人会 板倉アキノ 新屋敷 1 - 1 5 - 7 未亡人母子の相互福祉の対策を考究し、その具体的実践によ

り自立更生に努め生活の安定を図る

熊本市老人クラブ 伊牟田直敏 水道町 6ー 1 5 老人の福祉増進
熊本市遺族連合会 山下 正 紺屋町 2 - 8 - 1 遺族の団結、相互扶助、更生慰安を図り平和日本の隆盛に貢

献する
熊本市英霊顕彰会 沢EB - :精 手取本町8 - 3福祉会館内 英霊の顕彰と遺族の福利増進
熊本市傷窮軍人会

熊本市原爆被爆者

の会

川嶋 武正
士

手取本町8 - 3福祉会館内 戦傷病者の福利増進

内田 辛 口 南千反畑町9 - 1 6
-

被爆者の相互扶助と福利増進

熊本地区保護司会 免出 碩】大珊 渡鹿7 3 5 - 1

-
-

-

更生保護事業として、非行犯罪のあった者の更生を助長する
ため指導監督、補導援護を行なって】般社会への復帰を計り、
再犯を防止して社会を保護し、もって個人及び公共の福祉を

士曽准するため邪姦予防活動を才〒なうことを目的とする .
熊本B B S会 池永 憲貞 本荘5 丁目1 5 - 1 2 奉仕と友愛の精神をもって日常、非行少年のよき友達を志す

B B S 会員の質の向上と会員相互の連絡を図る
原水爆禁止国民会
議熊本県協議会

福田 合寿 大江町九品寺 6 7 2 あらゆる国の核実験に反対

核兵器禁止平二和建
設熊本県民会議

沢田 一相 在畑町 1 2 ー5 人類を波亡する核兵器の製造中止

熊本県共同募金会
熊本市支会

坂梨 日露 手取本町1 - 1 共同募金の推進

星吾蛮志若鷺吾浩 皇子 敏雄 手取本町1 - 1 呈変装豊募集運動の推進及び災害救護活動をはじめ赤十字事
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2　生活保護

(1)保護状況

区 分 年 度 4 3 4 4 4 5 4 6 4 7

生
世 帯 3 ,4 9 4 3 ,4 1 7 3 ,4 6 0 3 ,5 8 6 3 .6 6 2

括

秩
人 員 8 .4 6 7 7 ,9 9 6 7β 9 0 7 ,7 2 7 7 ,7 3 7

助
金 額 ( 千円 ) 4 2 5 ,3 6 3 4 6 7 ,6 8 6 5 3 3 ,4 9 5 6 4 0 ,5 5 2 7 7 0 ,1 9 7

隻 .

扶

世 帯 2 ,6 4 0 2 ,6 1 1 2 ,5 9 1 2 ,6 9 1 2 ,7 7 2

人 .負
6 ,6 9 8 6 3 4 8 5 ,9 4 6 5 ,9 3 2 5 ,8 7 4

助 金 額 ( 千円 ) 6 5 ,6 6 8 7 4 2 7 1 8 4 ,4 6 5 1 0 1 ,9 8 0 1 2 3 ▼6 8 6

敬
世 帯 1,1 3 4 1 ,0 3 8 9 5 5 9 1 7 8 7 3

貢
人 員 1 ,9 1 6 1 ,7 2 7 1,6 3 2 1 ,5 8 4 1 ,4 8 9

助
金 徹 ( 千円 ) 2 2 ,4 2 5 2 2 ,8 1 3 2 3β 6 9 2 6 β 5 4 2 8 ,3 6 1

寡

秩

由 帯 3 ,8 8 9 3ー9 5 9 4 ,1 2 0 4 ,3 5 0 4 4 4 1

人 員 4 ,9 4 3 5 ,1 0 5 5 2 4 0 5 ,5 4 8 5 ,8 2 5

助
金 額 ( 千円 ) 9 7 1 ,8 8 5 1β 2 9 ,0 6 5 1,4 7 6 ,1 2 6 1 ,5 6 5 ,4 2 0 2 ,0 1 3 ,6 1 4

也
世 帯 0 .7 0 .3 0 0 .8 0 .4

産
秩 人 員 0 .7 0 .3 0 0 .8 0 .4

助
金 額 ( 千円 ) 8 9 4 4 7 8 6 4 9

生
世 帯 8 5 8 2 4 0 3 1 2 5

薫 人 員 8 5 8 2 4 0 3 1 3 0

助 金 額 .( 千円 ) 2 ,7 6 5 2 ,5 4 5 2 ,9 0 4 2 ,9 3 8 3 ,2 4 5

罪 世 帯 1 2 1 2 1 2 1 3 1 3

責
人 員 1 2 1 2 1 2 1 3 1 3

助
金 額 ( 千円 ) 9 0 9 1 ,1 2 4 1,1 2 8 1 ,6 6 3 3 ,3 1 3

保 護 施 設 事 務 費 (千円 ) l l ,0 5 6 9 ,6 5 2 l l ,2 9 4 1 2 ,3 6 6 1 5 ,6 8 5

実

m

世 帯 4 ,8 4 4 4 ,7 7 2 4 ,8 3 2 5 ,0 1 6 5 ,1 6 5

人 員 9 ,9 2 4 9 ,4 7 0 9 ,1 9 2 9 ,2 9 6 9 ,3 9 6

lb 額 ( 千円 ) 1 ,5 0 0 ,1 6 0 1 ,6 0 7 ,2 0 0 2 ,1 3 2 ,4 8 8 2 ,3 5 1 ,8 6 2 2 ,9 5 S ,1 5 0

(注)世帯及び人員は月平均、金額は年度総計を示す

(2)保護率の推移(年度平均)

年 度
区 分 4 3 4 4 4 5 4 6 4 7

市 2 4 .3 8 2 3こ2 6 多
2 1 .6 5 2 0 .6 1

2 0 .9 2 摩

県 2 6 .5 0 2 5 .0 2 2 4 .5 2 2 4 .9 8 2 4 .9 3

全 国 1 4 .5 1 3 .8 1 3 .0 1 2 .6 -
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(3)保護措置状況

㌫ 竺
4 3 4 4 4 5 4 6 4 . 7

申 請 件 数 1,6 4 2 1 ,5 5 7 1 ,6 3 3 1 ,6 4 1 1,6 5 6

開 始 件 数 1 .4 0 1 1 ,2 2 9 1 ,3 2 6 1 ,3 4 0 1 ,3 8 8

却 下 件 数 3 0 2 3 2 8 3 2 2 3 3 3 2 7 2

廃 止 件 数 1,3 8 0 1 ,2 3 8 1 ,1 8 3 1 ,2 3 0 1,4 9 5

(4)世帯の労働力類型別被保護世帯
(昭和4 7年度月平均)

区 分
就 業 . 別

計 構 成比 物
内 訳 世 帯

せ い
工

が世

働帯

常 用 勤 労 者 2 7 3 2 7 3 5.3 3

日 雇 労 務 者 3 0 5 3 0 5 5 .9 5

内 職 者 1 0 6 1 0 6 2 .0 7

そ の 他 の 就 業 者 2 3 0 2 3 0 4 .4 9

世 帯 主 は 働 い て い な い が

世 帯 員 が 働 い て い る 世 帯
5 0 0 5 0 0 9 .7 6

働 い て い る 者 の い な い 世 帯 3,7 1 1 3 ,7 1 1 7 2 .4 0

合 計 5,1 2 5 5 ,1 2 5 1 0 0

(5)施　　設
(昭4 8.4.1現在)

種 別 施 設 名 経 営 主体 施 設代 表 者 所 在 地 許可年 月 5E 員

救 護 銀 杏 寮 社会福祉 法人

〟

′′

′′

渡 辺 源 作 加茂町 4 1 3 5. 1 2 5 0

授 産

〟

〟

友 愛 授 産 場 * O j - A 東川 2 丁目 1ー 5 7 2 8. 1 2 5 0

胎本コP ニー作業所 上 村 喜 代 人 二 本木 3 丁目 1 2- 3 7 3 8 . 7 0

熊 本 授 産 場 甲 斐 国 男 * 3E -2 T g 3 - 1 5 3 8 . 5 0
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3　児童・母子福祉
(1)_児董手当制度

ア　目　的

児童を養育している者に児童手当を支給することにより児童の健全な育成を助長するとともに、児童の
福祉の増進を図ることを目的とする。

イ　開始日　　　昭和46年4月1日

り　支給要件

児童手当tも次の各号のいずれかに該当する者が、本市内に居住し、かつ、住民基本台帳に記録されて
いるときに支給する。

①　4人以上の児童を監護し、かつ、これと生計を同じくするその父又は母

②　父母に監護されずまたはこれと生計を同じくしない4人以上の児童を監護し、かつ、その生計を維持
する者

③　児童を監護し、かつこれと生計を同じくするその父又は母であって、父母に監護されずまたはこれと

生計を同じくしない児童を監護し、かつ、その生計を維持するもの。ただし、これらの児童が4人以上
であるときに限る

④　児童手当は、 ①～③のいずれかに該当する者の当該年度の市民税が非課税又は均等割額であるときに
支給する

工　金額　1人月額　　　　3,000円

オ　受給世帯数　(推定)　3,535世帯　受給推定人員　3,882人

(2)保育所措置状況

年 度 公 私 立 別 申 請 件 数 要 措 置 件 数 措 置 件 数 措 置 率 物 未 処 理 件 数

4 4

公 立 1,2 4 3 1.1 6 6 1,0 4 7 8 9.8 1 1 9

私 立 3,5 8 7 3,2 6 3 2 ,7 4 5 8 4.1 5 1 8

計 4 ,8 3 0 4,4 2 9 3,7 9 2 8 5.6 6 3 7

4 5

公 立 1,2 9 3 1,2 3 5 1,0 8 7 8 8.2 1 4 8

私 立 3 ,8 9 6 3,7 3 9 3 .1 4 3 8 4.2 5 9 6

計 5,1 8 9 4 ,9 7 4 4 ,2 3 0 8 5.0 7 4 4

4 6

公 立 1,3 4 9 1,2 8 7 1,1 9 9 9 3.1 8 8

私 立 4,5 7 0 4,3 4 4 3,7 9 3 8 7.3 5 5 1

計 5 ,9 1 9 5,6 3 1 4,9 9 2 8 8.6 6 3 9

4 7

公 立 1,3 9 1 1,2 8 7 1,1 8 6 9 2 .2 1 0 1

私 立 5 ,1 0 9 4 ,7 7 2 4,1 3 2 8 6.6 6 4 0

計 6 ,5 0 0 6 ,0 5 9 5,3 1 8 8 *7 Q 7 4 1

4 8

公 立 1,4 0 3 1,3 5 6 1,1 9 4 8 8.0 1 6 2

私 立 5 ,2 9 8 5,1 0 7 4 ,3 7 8 8 5.7 7 2 9

計 6 ,7 0 1 6,4 6 3 5,5 7 2 8 6.2 8 9 1

(3)階層別保育所措置状況　_　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(昭4 8.4.1現在)

階 層別

区 分 A B
C D

計
特 1 第 1 . 第 2 ^ 3 特 1 m l 第 2 S 3 第 4 * 5 <S 6

3 未 公 立 2 7 1 5 3 3 4 6 0 3 2 0 1 6 8 2 4 1 5 6

満 私 立 4 5 5 7 1 3 4 0 9 2 6 3 5 2 1 2 3 6 2 0 7 1 5 8 6 5 3 3 l l 1 3 6 1

才児 計 4 7 6 4 1 4 4 6 2 2 9 7 5 8 1 2 3 9 2 2 7 1 7 4 7 3 3 5 ; 1 5 1 ,5 1 7

3 公 立 l l 1 7 6 8 0 4 2 8 3 5 3 8 1 7 1 0 l l - 3 2 4 7

才 私 立 云0 4 1 6 3 1 1 1 9 7 3 1 8 l l 1 1 9 5 1 2 7 2 1 1 4 8 6 7

児 計 4 1 5 8 1 2 3 9 1 2 3 9 3 9 l l 1 6 1 5 7 6 8 3 7 3 3 1 7 1ユ 1 4

4 I11 公 立 2 5 5 3 8 2 5 8 1 7 0 2 0 9 ' 1 4 1 3 5 4 8 2 2 1 6 9 7 9 1

上 私 立 9 3 1 1 9 1 2 8 3 3 4 4 9 9 3 3 2 3 5 2 9 0 8 8 4 7 3 5 2 4 2 1 5 0

才 児 計 1 1 8 1 7 2 2 0 1 0 9 1 6 1 9 1 1 3 4 1 4 9 4 2 5 1 3 6 6 9 5 1 3 3 2 3 4 1

i t

公 立 3 8 7 7 1 5 3 9 1 2 4 6 3 4 1 2 2 2 1 9 3 8 1 4 0 2 9 1 6 1ユ9 4

私 立 1 6 8 2 1 7 3 1 1 5 5 3 9 0 9 1 7 6 5 2 8 2 6 1 6 2 9 7 1 3 9 8 9 4 9 4 3 7 8

計 2 0 6 2 9 4 4 6 1.9 4 4 1 ,1 5 5 2 1 0 6 4 1 0 4 8 0 9 3 7 8 1 7 9 1 1 8 6 5 5 5 7 2
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(4)保育料撤収基準額

(昭48.4.1現在)

階 層

区 分
世 帯 の 階 層 区 分 の 定 義

徴 収 金 基 準 額

3 才未 済児 3 才 以 上 児

A 生 活保護法に よる哉保護世帯 ( 含単給仕苛 ) 0 円 0 円

B A 階層を除き 由年度分の市町村 民税非課税 世帯 0 0

C

A き税

階 前世
層年帯

及分
びの

B 所
階得
層我
請

*sF l
前年度 分の市町村 民税の うちの均等 割のみの 1,8 3 0 1,5 3 0

課税世 帯で特 に生活 困窮世帯 ( 9 1 0 ) ( 7 6 0 )

1
前年度 分の市町村民 税の うちの均等 割のみの 2,4 5 0 2 0 5 0

課税世帯 ( 所得割非課税世帯 ) ( 1,2 2 0 ) C 1 ,0 2 0 )

2
前年度分の市 町村 民税の うちの所得割課税額 2β5 0 2,5 5 0

が 5,0 0 0 円未満 である世帯 C 1,4 7 0 ) C 1,2 7 0 )

3
前年度分の市町村民税の うちの 所得別課税額 3,2 0 0 2 .8 0 0

か 5,0 0 0 円以上 である世帯 ( 1,6 0 0 ) ( 1,4 0 0 )

D

A 得

階税
層課

及税
び仕

# 1
前年分の所得税課税額が 1,5 0 0 円未満であ

る仕帯
3,5 3 0 3 ,2 1 0

1
前年分の所得税課 税衝が 1,5 0 0 円以上

3,0 0 0 円未満であ る世帯
3,8 0 0 3 ,4 5 0

2
前年分の所得税課 税額が 3,0 0 0 円未満であ

5,4 0 0
育 単価 ( ただ し、その額が 5,3 0 0

B S

階

層
を
防

き

る世帯 円をこえるときには5,3 0 0 円とする

3
前年分の所得 税課 税額が 3 0,0 0 0 円以上

6,9 0 0
保育 単価 ( ただし、 その額 が 6,6 5 0

6 0,0 0 0 円未満である世帯 円をこえるときには6,6 5 0 円 とする )

4
前年分の所得 税課税額が 6 0,0 0 0 円以上

9,7 5 0
保育 単価 ( ただし、その額が9^ 5 0円

節
午

分

の
所

9 0,0 0 0 円未満である世帯 をとえるときには 9,5 5 0 円とする )

5
前年分の所得税課 税額が 9 0,0 0 0 円放 上

1 2 0,0 0 0 円未満であ る世帯
1 4,0 0 0 保 育 単 価

6
前年分の所得 税課 税痕が 1 2 0,0 0 0 円以

上 であ る世帯
保 育 単価 保 育 単 価

固定資産税額による附加基準表

徴収金基準額表の定義における階層及びその固定資産税額による区分 認 定す る 階 層

C 階層の第 1 階層に属し、前年度分の固定資産観察が4,0 0 0 円以上である世帯 C l階層の第.2 階 層

C 階層の第 2 階層Vt 属し、前年度分の固定資産税額が6,0 0 0 円以上t iある世帯 C 階層の第 3 階 層

C 階層の第 3 階層に属し、前年度分の固定資産税費か8,0 0 0 円以上である世帯 D 階層の第 1 階層

D 階層の第 1 階層に属し、前年度分の固定資産税衝が 1 0,0 0 0 円以上である健帯 D 階層の第 2 階 層

荏 ) 0 固定資産税額による附加基準表の適用を受けるC の特1 並びにD の特1 に属するものはおのおのC の 1 、 D の 1 に

準ずる
o徴収金基軸中( )内の数値12人以上の児勤,,入所している場合＼その2人目以降D児童に適円される基準醇

(5)助　　成

ア　助成金支出状況(昭和48年度)

補　助　基　準

熊本市保育所連盟助成金　　年額　1,0 0 0,0 0 0円

私立保育所共済組合助成金　年額　1 6 2,0 0 0円

季節保育所連盟助成金　　　年額　　　2 8,0 0 0円

私立保育所補助金　　　　　年額　6,000,o a0円

定 員 3 才以 上児 3 才 未 満児 0 .才 児

6 0 8 0 R 1 9 0 円 3 8 0 円

9 0 7 0 1 8 0 3 6 0

1 2 0 7 0 1 6 0 3 2 0

1 5 0 6 0 1 6 0 3 2 0

1 5 0 以 上 6 0 1 5 0 3 0 0

保護者徴収金は、各保育園に徴収を委託し、私立保育園には9 8鯵以上の徴収に対し示k相当敬を交付
する
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イ　保育所建設費補助金

補　助　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　千円)

構 造 別

面 積

新 築 全 面 改 築 増 築

ft ffi 木 造 鉄 筋 木 造 鉄 筋 木 造

3 3 桝 6 5 〝′

1,5 0 0 1,2 0 0 1,0 0 0 8 0 0

2 0 0 1 0 0

6 6 9 8 が 3 0 0 2 0 0

9 9 サf ~ 1 3 1 rtt 4 0 0 3 0 0

1 3 2 ni 以 上 5 0 0 4 0 0

(荏)金叡ま最高限度顔を示す

(6)母子福祉資金貸付状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(昭和4 7年度)

a m 申請数 貸付決定 貸付総金額 貸 付 限 度 額 措置期間 償 還 期 間 利 率

事 業開始 資金 1 4 1 3 5 ,1 8 0,0 0 0
偲 在 4 0 0 ,0 0 01 ,0 0 0 ,0 0 0

1 年間 6 年以 内
{ 雷震 35 霊

事業継続資金 1 9 1 5 2 ,8 9 0,0 0 0
{駄 芸0 0 ,0 0 00 0 ,0 0 0 6 カ月 3 年 〝 < '

修 学 資 金 5 3 5 0 4 ,1 9 7.0 0 0
嘆 等 3 ,0 0 01 ,5 0 0 卒業後 〝 { 86 等 :̂/ 無利子

技能修得資金 0 0 0 月額 3 ,0 0 0 習得後 〝

〟

1 年 間

1 0 年 〝 4p 3 $

修 業 資 金 3 4 2 8 8 .0 0 0 30 0 0 5 年 〝
〟

(JW ミ定め

群 ㌘ 肝 )

〟

〟

〟

無 利子

就職支度資金 1 1 3 0 ,0 0 0 1 回につき 2 5 ,0 0 0

6 年 〝

生 活 資 金 0 0 0 月 額 7,5 0 0 6 カ月

tt

〟

′′

〟

住 宅 資 金 7 6 1 ,5 5 0,0 0 0 2 0 0 .0 0 0

転 宅 資 金 0 0 0 1 8 ,0 0 0 3 年 〝

就学支度 資金 6 0 5 5 7 2 0 ,0 0 0 2 5 ,0 0 0 5 年 〝

療 養 資 金 2 2 1 5 0 ,0 0 0
1 0 0 ,0 0 0

(特別松場合 ) 5 年 〝 # 3 *

計 1 5 9 1 4 6 1 5,0 0 5,0 0 0
1 5 0 ,0 0 0

- -

(7)児童扶養手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(昭和4 7年度)
ア　児童扶養手当受給世帯数

区 分

生 別 母 子 世 帯
死 別 未 婚 疾 病 者 遺 棄 その 他 の 計

離 婚 世 帯 そ の 他 母 子 仕帯 母 子 世 帯 世 帯 世 帯 世 帯

世 帯 6 5 2 - 1 6 7 2 0 6 4 7 1 6 8 2 12 4 2

金 額

(円)
2 ,9 0 3 2 0 0 - 7 5 3,7 0 0 9 0 22 0 0 2 1 2 ユ0 0 7 6 32 0 0 1 02 0 0 5 5 4 4 6 0 0

イ　特別児童扶養手当受給世帯数

種 別 重 度精 神 薄弱 児 重度 身体障害児 計

.受 給 者 6 1 1 0 3 1 6 4

(8)施　　設
ア　助産・母子寮

(昭和4 8.4.1現在)

種 別 施 設 名 経営主体 施設 代表者 所 在 . 也 認可年 月 定 員

助 産 熊 本 産 .醍 熊 本 市

′′

社会船 人

星 子 敏 雄 本山町 4 2 7 昭 2 5 . 7 2 0 ( 床 )

母 子 寮

′′

熊本有立母子寮 〟 大江 6 丁 目 1 - 5 0 〝 2 6 . 8 3 0 (悼 )

友愛会 〝 * lJU - A 壷川 2 丁 目 1 - 5 7 〝 2 7.1 0 2 0 ( 世 )
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イ　乳児院

施 設 名 経営主体 施設 代表 者 所 在 地 認可年月 定 員

熊 本 乳 児 院 社会搬 入

〟

続 草 書 本荘 2 丁目3 一 8 昭 2 2.1 2 3 0

慈愛園乳児ホーム 潮 谷 総 一 郎 神水町 3 2 0 〝 2 5 . 5 1 5

ウ　養護施設

琵琶崎聖母愛児園

慈愛園子供ホーム

菊　水　学　園

E^^B^^Kl

藤　崎　台童　園

竜　山　学　園

ツイ1/グ・マルガ1)メ

潮谷総一郎

松本　孝治

福永滞喜子

平野　松枚

上村　義淵

島崎町島崎82 0

神水町3 20

大江町渡鹿8 0

大江町渡鹿9 2 8

古京町3-5

龍田町上立田9 1 5

昭　23. 5

〝　23. 5

〝　25.10

〝　23.ll

〝　23.12

〝　23ユ0

エ　精神薄弱児施設

愛 育 学 園 社会船 人

〟

〟

坂 本 次 人 清水町新 地 7 2 0 昭 3 8 .1 2 8 0

大 江 学 園 塘 林 宏 介 大江町渡 鹿 3 0 〝 4 0. 6 9 0

仁 愛 ひ か り園 井 福 保 雄 薄 場町 2 9 5 - 7 〝 4 5.l l (通園)3 0

白 川 学 園 熊 本 県 甲 斐 二 樵 清水町打越 4 7 6 明 4 2 . 2 6 0

力　盲ろうあ児施設

熊本 ライ トハ ウス 社会福祉法人 門 脇 ト ミ 新生町 2 丁 目 昭 2 8. 7 8 0

キ　婦人保護施設

熊 本 県 婦 人 寮 熊 本 県 西 生 早 人 南 町9 昭 3 3 . 8 3 0

ク　保育所

公　　立

施 設 名 定 員
職 員 数

- 所 在 地 施 設 名 定 一員
敬 .員 数

所 在 地
保 母 その他 計 保 母 その他 計

本荘保育園 130 10 4 14
一
一本荘 6 丁 目 大江保育園 60 4 1 5 大江 6 丁 目

寺原 〝 70 5 1 6 東寺原町 春 日 〝 74 4 2 6 春 日 1 丁 目

横手 〝 100 7 4 ll 横手町 清水 〝 75 5 2 7 清水町松崎

白山 〝 75 6 2 8 白山 2 丁 目 中島 〝 60 4 2 6 押新町

京壕 〝 1 10 5 1 6 健軍町 幸田 〝 70 4 2 6 御幸笛 田町

京町台 " 90 6 2 8 池田町 健軍 〟 75 8 2 10 健軍町

城東 〝

池上 〟

小島 〝.

90

60

70

6

4

5

1

1

1

7

5

6

水道町

池 上町

小島下町

水前寺 〝

計 1 6 カ所

6 0

126 9

5

88

2

30

7

1 18

水前寺公園

-
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私　　立

施 設 名 定 員
職 員 数

所 在 地 施 設 名 .定 員
戟 .負 数

所 在 地.保 母 その他 計 保 母 その他 計

白 羊 保 育 園 9 0 7 3 1 0 島崎町島崎 つ ぼみ 保 育園 9 0 8 3 l l 出水町国府

黒 髪 幼 変 園 2 0 0 1 6 4 2 0

9

9

7

1 4

7

1 0

8

l l

黒髪町坪井 シ′オ ニ/ 〟 6 0 l l .4 15 古城町

愛 光 幼 児 園 6 0 6 3 新大江2 丁目 くるみ 〝 9 0 8 3 l l 大江町渡鹿

城 高 保 育 園 60 5 4 城山大塘町 仁 愛 乳 児 園 6 0 l l 3 1 4 春 日4 丁目

み の り 〝 6 0 4 3 本荘3丁目 木 の実保 育園 9 0 9 2 l l 西原 2丁 目

双 葉 〝 6 0 l l 3 本荘 2丁目 杉 の子 〝 90 8 3 l l 二本木 4丁 目

城 南 幼 愛 園 6 0 4 3 春E]町 天使の園 〝 4.8 8 3 l l 大江町渡鹿

のぞ み保 育園 9 0 b 4 若葉町 ぎ よめ 〝 6 0 1 0 4 1 4 出水町国府

友 愛 会 〝 6 0 6 2 壷川 2丁目 八景水谷 〝 6 0 6 3 9 清水町高平

聖 母 劫 変 園 1 2 0 8 3 南町 九 品寺 〝 9 0 7 4 l l 九品寺5 丁目

ひ か り幼児園 1 2 0 l l 2 1 3 大江2 丁目 画 図 〝 6 0 9 2 l l 画図町下臼二津

ひば り保育 園 1 1 0 9 3 12 健軍町 二 間 〝 9 0 8 3 l l 戸島町

旭 〝 1 5 (1 l l 3 1 4 近見町 広 福 〝 6 0 5 2 7 長嶺町

か つば 〝 9 0 7 3 1 0 保田窪本町 託麻小山 〝 6 0 5 3 8 4、山町

マ リア 〝 8 5 6 3 9 東水前寺町 供 合 〝 8 5 6 3 9 上南部町

報徳 〝 9 0 6 3 9 池田町西原 IT 1 2 0 l l 3 1 4 南南口町宇宙ノ本

4、碩 " 9 0 6 . 3 9 新帝部町 S ~ te :・fi - 90 1 0 4 1 4 世安町字川端

S )t 6 0 s 3 8 花園町 本 妙寺 〝 8 0 7 3 1 0 花園町寺屋敷

ひまわ り 〝 6 0 6 3 q 新大江 1丁目 青 山 〝 6 0 7 3 10 健軍町

秋津 〝 9 0 7 3 1 0 秋津町招山津 -*:* 6 0 3 3 6 画図町

若 菜 幼 愛 園 8 0 7 3 1 0 池上町 くす の実 〝 1 2 0 9 3 1 2 棉4丁 目

か お る保 育園 9 0 9 4 1 3 中島町 千 草 〟 6 0 7 3 1 0 春竹町春竹

有 明 〝 6 0 5 2 7 小島下町 こず え 〝 6 0 5 3 8 八島町高橋方

藤 崎 台 〝 6 0 b 3 9 古京町 光 輸 〝 6 0 4 3 7 秋津町宿山岸

北 〝 1 2 0 1 0 3 1 3 清水町新地 つ くし 〝 3 0 5 2 7 花園町大坪

仁 愛 〝 2 10 1 8 3 2 1 薄場町 計 5 3 カ 所 4.4 3 8 4 0 1 1 6 0 5 6 1
(7一1 開園 )

ぎんなん 〝

川 尻 〝

9 0

9 0

6

6

3

3

9

9

健軍町京壕

川尻町

公私計 6 9カ所 5,7 0 7 4 8 9 1 9 0 6 7 9

ケ　季節保育所

年 度 保 育 期 間 保 育 個 所

4 6
春 期 5月 2 5 日～ 6月2 5 日 ( 3 0 日間 ) 9

秋 期 1 0 .2 7 ~ 1 1.2 7 ( 3 0 日間 ) 9

4 7
春 期 6 . 1 6.3 0 ( 3 0 日限 ) 6

秋 期 1 0 .2 7 - l l. 2 7 ( 3 0 日間 ) 7

4 8
春 期 6. 3 0 ( 3 0 日間 ) 6

秋 期 1 0.2 7 ~ 1 1.2 7 ( 3 0 日間 ) 6
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4　身体障害者福祉

(1)障害者の実態　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(昭和4 7年度)

年 令 . 性別

障 害 者

1 8 才 未 満 1 8 才 以 上

計
男 女 計 罪 女 計

視 覚 障 害 8 1 9 2 7 6 6 8 6 3 2 1,3 0 0 1 ,3 2 7

聴 覚又は平衡 頚髄障害 4 5 4 4 8 9 5 6 3 3 9 7 9 6 0 1 ,0 4 9

言 語 . 機 能 障 害 3 1 4 2 6 2 1 4 7 5 1

肢 体 不 自 由 1 3 6 1 1 2 2 4 8 2 ,5 1 2 1,3 7 3 3 ,8 8 5 4ユ 3 3

内 部 疾 患 2 1 3 5 3 2 6 7 9 8 2

計 1 9 4 1 7 7 3 7 1 3 ,8 2 2 2 ,4 4 9 6 2 7 1 6β 4 2

(2)身体障害者更生援護状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(昭和4 7年度)

区 分

障 害 別

敬

級

実

運賃割引証交付 相談 . 指導及び措置
手帳交付

国 鉄 自 動 車 捕

&

職生

業活

更

生

施

設

そ

の
早 介 単 介 申 決

A

負

独

瑚靭

護

用印

慧 護

び 用

具
描

及導

医

痩

入

所
他 請 定

視 覚 障 害 1,338 7 58 15 58 74 8 2 79 128 0 45 3 96 151 144

聴 覚 障 害 U )09 10 01 988 7 96 743 174 0 3 4 34 153 127

言語.機能障害 13 24 12 1 6 0 0 0 0 2 3 3

肢 体 不 自 由 4,705 35 24 63 1 1β16 12 6 7 5 40 7 253 1β00 4 09 4 10

内 部 疾 患 109 0 O 9 0 2 3 19 0 63 4 1 39

計 8D74 53 07 3ユ89 338 5 冊 22 89 8 65 26 30 1 21 95 757 723

(3)身体障害者家庭奉仕員制度　　　　　　　　　　　　　　　(昭4 8.4. 1現在)

奉 仕 員 派遣対象世帯 委 託 受 用 奉 仕員報酬 .1 人当月額

2 1 8 1,4 2 3ー0 0 0 円∴ 3 7,0 0 0 円

(琵)昭和4 2年度より熊本市社会福祉協議会に委託実施

(4)身体障害者相談　　　(昭和4 7年度)

相談員　　　　1 2人

相談件数　1,6 2 9件

委託料　　月額300円(県費)
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(5)心身障害者扶養共済制度

ア　目　的

心身障害者の保護者が死亡又は廃疾となった後、残された心身障害者に年金を支給し、障害者の生活の

安定と保護者のいだく不安を重液しようとするものであるo

イ　心身障害者の範困

精神薄弱者にあっては、知能指数7 5以下、身体障害者にあっては、障害の程度が1級から3級までの

者及び精神又は身体に永続的な障害を有する者で、前述の者と同程度と認められるもの。

り　加入者

心身障害者の保護者(心身障害者の配偶者、父母、兄弟姉妹、祖父母又はその他の親族で現に心身障害

者を扶養しているもの。 )であって、原則として4 5才未満のものとするo

ただし、制度発足当初(昭和46年3月31日まで)に限り、 65才未満とす、るo

エ　保険料

% 蝣 Bfc J ft 掛 金 月 額 (円 )

3 5 才未満 の者 1,0 0 0

3 5 才以 上 4 5 才 未満 の者 1, 3 0 0

4 5 才以 上 の者 1 ,5 0 0

オ　給付金

①　加入者が死亡叉は廃疾となったときは、心身障害者を扶養する者(年金管理者)に対し、毎月20000

円の年金を支給する

②　加入後1年以上のもので、心身障害者が死亡したときは一時金として2 0,0 0 0円を支給する

力　開始日　昭和45年4月1日

(6)市民福祉特別手当支給事業(昭和4 8年4月1日実施)

手 当 の 種 類 支 給 要 件 SSC^ ffi ) 人 員
(見 込 )

予 算

寝 た き り老 人手 当 寝 たき り状 態 3 カ月以上 6 5才以上 7 0才未満
6,0 0 0甲 3 5 [ 千円

2,1 0 0

収 容 老 人特 別手 当 老人 ホームに入所してい る 6 5才以上 7 0諸未満 6,0 0 0 8 0 4 8 0

重度心身障害児手 当 障害等級 1級2級 .知能指数3 5以下の2 0才未満 6β0 0 2 4 0 1,4 4 0

中度心 身障害児手 当 〝 3級4 級 〝5 0以下の 〝 3,0 0 0 2 5 0 7 5 0

支給制限

障害福祉年金、特別児童扶養手当の受給者、施設入所中のものは除く

(7)施　　設

(昭和47年度)

種 別 施 設 名 経営主体 施設代表者 所 在 地 認可年月 定 員

雪質 自

施 設

熊本県身体障害

者更生指導所
熊本 県 書 口 実 大江町渡鹿8 4 3 昭2 8.9

入所 60

通所 10
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精神薄弱者福祉
(1)精神薄読者相談室　(昭4 3.6.1開設)

ア　業務の内容

精神薄弱者に対する個別的実態調査

精神薄弱者の実情把握に必要な基礎的な診断判別

精神薄弱者の保護者ならびに家族に対する啓蒙助言

精神薄覇者の援護措置に関する業務

イ　職員の配置

精神薄弱者福祉司　　　　1人

事　務　職　員　　　　　2人

嘱　　託　　医　　　　　2人(嘱託料1人月額7,000円)

ウ　利用状況　　(昭和47年度)

障害別区分

障 害 別 男 女 計

精

神

薄

弱

軽 度 1 1 6 ( l l ) 5 9 ( 1 9 ) 1 7 5 ( 3 0 )

中 度 9 8 ( 0 ) 8 7 ( 1 ) 1 8 5 ( 1 )

重 度 1 5 2 C 1 ) 1 3 5 f 3 ) 2 8 7 ( 4 )

最 重 度 1 2 1 6 2 8

境 界 線 4 3 ( 3 7 ) 2 3 ( 3 7 ) 6 6 ( 7 4 )

重 症 心 身障 害 4 4 2 1 6 5

is tf i'n -勅 異 1 7 C 4 ) 9 ( 1 ) 2 6 ( 5 )

精 神 身体 障 害 3 6 1 5 5 1

そ の 他 3 2 (8 0 ) 2 5 (4 8 ) 5 7 ( 12 8 )

計 5 5 0 (1 3 3 ) 3 9 0 (1 0 9 ) 9 4 0 ( 2 4 2 )

エ　措置手旨導区分

年令別区分

年 令 別 男 女 計

0 才～ 5 才 1 4 0 ( 9 ) ラ4 ( 4 ) 2 1 4 (13 )

6 ～ 1 2 1 2 8 (102 ) 7 1 (8 5 ) 1 9 9 (187 )

1 3 -1 5 1 4 (12 ) 1 9 (1 5 ) 3 3 (刀 )

-2 0 9 2 (10 ) 1 2 2 ( 5 ) 2 14 (15 )

2 1 才玖上 1 7 6 10 4 2 8 0

計 5 5 0 (133 ] 3 9 0 (109 ) 9 4 0 (242 )

(注) (　)内は書類判定件数

(昭和47年度)
忘 竺 ＼

在宅指導 教育措置 施設措置 聯 親委託 医療措置 そ の 他 計

男 1 1 3 1 3 3 (1 3 3 ) 1 2 5 9 9 7 0 1 0 5 5 0 ( 1 3 3 )

女 6 1 7 0 ( 1 0 9 ) 1 0 2 1 1 0 4 0 7 3 9 0 ( 1 0 9 )

計 1 7 4 2 0 3 (2 4 2 ) 2 2 7 2 0 9 1 1 0 1 7 9 4 0 (2 4 2 3

(2)心身障害児(者)家庭奉仕員

(注) ( )内は書類判定件数

(昭4 8.4.1現在)

奉 仕 員 派遣 対象世 帯 委 託 費 用 奉仕員報酬 1 人 当月額

2 1 8 世帯 1,4 2 30 0 0 円 3 7β0 0 円

(注)昭和4 6年度より熊本市社会福祉協議会に委託実施
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(3)職親制度　　　　　(昭4 8.4.1現在)

職親登録　　　　　　12　件

職親委託数　　　　　　7　人　(昭和47年度　実人員19人)

委託料　　　1人月額1,500円(内訳市費1,250円、国費250円)

(4)精神薄弱者相談

相談員　　　　　　　15　人

相談件数1カ月　　85件(平均)

委託料　1人月　　300円(県費)

(5)更生施設入所状況

施 設 名 所 在 地 定 員 ifi .O 措置人員

も み の 木 蘭 長 嶺 町 南出 口 1 3 3 2 - 1 6 0 2 6

仁 愛 事 業 所 城 山 上代 町 2 0 0 1 5 0 2 4

6　　老人福祉

の　措置状況
(昭48.4.1現在)

E . 9 - ^E ii. 性 別

年 齢
計

6 1 ~ 7 0 7 1 ~ 8 0 1 - 9 0 9 1 以 上

養 護 老 ∧ ホ - A 4 2 6

男 2 7 5 8 . 1 5 0 1 0 0

女 5 3 1 2 3 6 4 l l 2 5 1

特 冒一腰 義 教人ホ- ム 5 2

男 8 1 4 1 3 1 3 6

# 1 4 4 1 3 0 5 9 0

計 4 7 8

罪 3 5 7 2 2 8 1 . 1 3 6

女 6 7 1 6 4 9 4 1 6 3 4 1

(2)老人健康診断実施状況

年 度

区 分 4 3 4 4 . 4 5 4 6 4 7

対 象 人 員 1 7 ,2 1 9 1 7β 7 3 2 0 ,3 0 4 1 9 ,8 2 4 3 2 ,0 0 0

受 診 人 員 4,8 0 5 3 ,7 1 6 4 ,3 0 6 4 ,4 8 3 1 0 ,5 3 7

受 診 率 (殉 2 7 .9 2 4 5 2 1 .2 2 2 6 3 2 .9

経 費 ( 円 ) 1 ,4 1 2 ,7 7 1 1 ,5 7 0 ,9 9 4 1 ,6 7 1 ,8 8 0 2 ,4 3 7 ,5 1 1 9 ,8 1 2β 0 8

(注)市医師会と委託契約の上最寄りの医療機関にて診査を実施
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(3)老人家庭奉仕員制度　　　　　　　　　　　　　　(昭和4 8.4.1現在)

奉 仕 員 派遣対象世帯 委 託 費 用 奉仕員報酬 1 人当月額

1 6 7 0 8 ,5 3 9,0 0 0円 4 5,0 0 0 円

(・注)昭和4 2年度より、熊本市社会福祉協議会に委託実施

(4)老人クラブ助成状況

年 度
区 分 4 3 4 4 4 5 4 6 4 7

老 人 ク ラ ブ助 成 対象 数 9 9 1 0 4 1 3 3 1 3 7 1 6 4

会 員 数 6β 3 4 7 ,0 4 0 9 ,0 0 4 9 ,2 8 7 1 0 ,9 7 9

助 成 金 支 出 額 ( 円 ) 1,6 0 4 ,5 0 0 1 ,6 5 0 ,0 0 0 2 ,0 7 6 ,0 0 0 2 ,3 6 8 ,5 0 0 3 ▼8 9 1 ,3 0 0

(5)施　　設

ア　東部地区老人福祉センター

所　在　地　熊本市健軍町4798番地

経営主体　熊本甫(管理運営は熊本市社会福祉協議会に委託)

開設年月日　昭W46隼生月-1日、

構　　　造　木造、瓦茸、平家建

敷地面積　330ォ"(100坪)

建物面積　延208.68rf(63坪)

建　設　費　8,445,000円

開館日時　午前9時～午後5時　休館日は毎週火曜及び祝日

使　用　料1人1日　20円

定　　　員、5 0-人′-

主な設備　集会娯楽室1童　図書館1室

娯　楽　室　1〝　浴　室　1〝

利　用　ヰ犬;冗

性 別 年 度 4 6 4 7

男 3 ,5 2 0 人 4β 9 9 人

女 4 5 3 7 5 ,5 4 1

計 8 .0 5 7 1 0 ,4 4 0

1 日 平 均 利 用 者 2 2 2 9

使 用 料 収 入 1 6 1 ,1 4 0 円 2 0 8β 0 0 円
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イ　弘済寮

所　在　地　熊本市谷尾崎町1546番地

経営主体　熊本市

開設年月　昭和11年4月

種　　　別

構　　　造

敷地面積

建物面積

定　　　員

主な設備

養護老人ホーム

木造、瓦茸、平泉建

1 0,222.014が

延2,048.475が

146人

集会所、納骨慰霊塔、炊事童、医務室、静養童、浴室

措　置　状　況
(昭4 8.4.1現在)

&
区 別 男 女 計

熊 本 市 ( 市 費 ) 4 4 7 2 1 1 6

熊 本 県 ( 県 費 ) 3 1 4

計 4 7 7 3 1 2 0

ウ　高齢者無料職等圃介所

所　在　地　熊本甫手職本町8番3号(熊本県福祉会館1階)

経営主体　社会福祉法人　熊本県社会福祉協議会

開設年月日　昭和45年9月16日

エ　その他の施設

種 別 施 設 名 輝営主体 施 設 代 表者 所 在 地 認可年月 定 ュ員

サ m 慈愛園 老人 ホ一 ム 社 会福祉法人

′′

′′

〟

′′

杉 村 春 三 神水 1 丁目1 4- 2 1 2 3.l l 7 0

老人ホー ム

′′

特 別 養 護
老 人ホ- ム

聖 母 老 人 ホー ム マリ「ポア七 .)エ. 島崎町 8 2 0 2 1.l l 7 0

リデ ル . ライ ト
記 念 老 人 ホー ム

秋 山 裡 範 黒髪町下立田 6 3 1 2 6. 5 7 0

/くク ラ ス ホー ム 杉 村 春 三 神水 1 丁目 1 4 - 1 3 9 . 7 5 2

養 護
老人ホー ム

熊 本 め ぐみ の園 坂 本 克 明 小 山町藤井 窪 1 9 8 4 7. 2 7 0

鱒　敬老祝金　(昭和45年4月1日開始)

日　的　高齢者に対し、敬老祝金を支給し、敬老の意を表するとともに、その福祉の増進に寄与しようと

するものである。

受給資格　8 8才以上であって、本市に引き続き1年以上居住している者

金　　額　年額　5,000円

支給人員　650人
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度　予　算

(7)老人居室整備資金融資(昭和4 8年4月1日開始)

目　　的　老人と同居する仕帯に対し、老人の専用居室を増・改築するために必要な資金を貸し付けること

により.老人と家族との間の好ましい家族関係の維持・増進に寄与しようとするものである。

貸付限度額　500,000円

貸付条件　利率　3多

償還1 0年以内の元利均等月賦償還

貸付対象者　6 0才以上の老人と同居する者で1年以上市内に居住し、老人の専用室を増・改築しようとす

るもの

昭和48年　貸付金15,000,000円(30件分)

但し、希望者が多数にのはる場合は2 5,00 0,0 0 0円( 5 0件分)まで増額予定

(8)老人福祉電話相談(昭和4 8年4月1日開始)

目　　　的1人暮らし老人に福祉電話を貸与することにより、緊急時の連絡と安否の確認及び各種の相談

を行ない、在宅老人に対し各種のサービスを提供する

電話貸与台数　3 0台

貸付対象者　6 5才以上の老人で市内に居住し、 1人暮らしで近所に介護者のいないもの

(9)移動浴槽車(昭和47年1 1月開始)

目　　　的　浴槽を持たない単身で入浴困難な寝たきり老人及び重度の身体障害者等で、常時介護を要する

者に対して、定期的に浴槽皐を派遣して、無料で適切な入浴の奉仕を行なうことにより福祉の

増進を図る。 (熊本市社会福祉協議会へ委託)

車　　　輪　移動浴槽皐　　1台

搬　送　車　　1台

従　事　者　運　転　手　　　2人

家庭奉仕員　　　2人

看　護　婦　　　1人

派遣件数　44件(昭48.6.1現在)

1件につき月2回派遣

-73-



7　　医療費助成制度
el)老人医療　(昭和48年1月1日、国により実施)

対　象　者　7 0才以上であって、国民健康償険の被保険者または社会保険の被扶養である者

受給資格者　本　　　人

pfi絡制限

扶 養 親 族

の 数
本人の限度額

語義農務裏 芸謂

0 人 4 3 0,0 0 0 円 4 ,7 9 0β0 0円

1 人 5 2 0,0 0 0 円 4β9 0,0 0 0円

1 人増すごとに 1 4 0,0 0 0 円を加算 した額

(2)寝た切り老人医療費助成(昭和4 8年4月1日、市により実施、ただし昭和48年1 0月から国により

実施)

対　象　者　65才以上70才未満の者

3カ月以上引き続き寝たきりの者(身体陣等が1、 2、 3級以上程度の者)

受給資格者　本市の住民基本台帳に記録されている者で現に居住している期間が3カ月以上の者

所得制限

扶 養親族

の 数
本人の限度額

芸善悪讐 猛 等

0 人 38 0β0 0円 22 4 0,0 0 0円

1 人 5 0 5,0 0 0円 2,4 4 0,0 0 0 P3

1人増すごとに 13 58 00円を加算 14 0,0 0 0円を加算

(3)重度心身障害児医療費助成(昭和4 8年4月1日、市により実施)

対　象　者1 8歳未満の陣等児(身体障害程度が1級、 2級の者、知能指数3 5以上の精神薄弱児)

受給資格者　本市の住民基本台帳に記録されている者で、現に居住している期間が3カ月以上の障害児の養

ftm

所得制限　な　　し

(4)乳児医療費助成(昭和48年4月1日から市により実施)

対　象　者　零才児

受給資格者　本市の住民基本台帳に記録されている者で現に居住している期間が3カ月以上の乳児の属する

世帯の扶養義務者で生計を維持する者

所得制限　な　　し
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8　失業対策事業
の　紹介対象者

ア　紹介対象音数

区 分 年 度 4 3 4 4 4 5 4 6 4 7

過 男 7 1 4 6 9 4 6 1 1 5 9 3 4 5 0

樵

者
女 8 7 6 8 3 7 7 4 5 7 3 4 5 9 1

数 計 1 ,5 9 0 1 ,5 3 1 1 ,3 5 6 1 ,3 2 7 1 ,0 4 1

イ　対象者の動向

区 分

年 度

年 度 当 初

適 格 者 数

年 度 末

適 格 者 .数

減 少 者 内 訳

就 職 自 営 業 移 管 死 亡 そ の 他 計

4 3 1 ,5 8 7 1 ,5 3 1 2 3 8 1 1 5 1 5 7

4 4 1 ,5 3 1 1 ,3 5 6 5 1 5 6 0 1 6 0 1 7 7

4 5 1 ,3 5 6 1,3 2 7 0 1 0 1 1 9 2 3 2

4 6 1 ,3 2 7 1,0 4 1 5 7 2 1 9 0 9 2 2 8 7

4 7 1 ,0 4 1 1,0 2 9 0 6 . 0 4 2 1 2

(荏)各年度における人員の年度当初と年度末との差引数と減少人員との差は、移管・転入者等による増

員分である

ウ　就労者の年齢別人員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(昭4 8.4.1現在)

. ㌔ 3 4才 3 5へノ 40 - 4 5~ 5 0- 5 5- 6 0~ 6 5′) 7 0
計 平均年齢

以 下 3 9 4 4 4 9 5 4 5 .9 6 4 6 9 以 上

男
人 員 5 1 9 3 9 5 5 7 1 9 5 9 1 6 8 4 4 3 6 0 .1才

比率物 1ユ2 4.2 8 8 .8 0 1 2 .4 1 1 6 fl 2 2 14 4 2 0 5 4 1 53 4 4 30 5

衣
人 員 1 3 1 2 3 9 19 1 4 7 1 64 7 0 3 1 5 8 6 5 8.2才

比率㈱ 0 1 7 0.5 1 2.0 4 6.6 5 2 03 0 2 5 0 8 2 79 8 1 19 4 5 2 9 5 6 9 5

計
人 員 1 8 3 1 7 8 74 2 1 8 2 5 9 1 6 1 9 9 1,0 2 9 5 9 .0才

比率鯛 O D 9 0.7 7 3 .0 1 7.5 8 1 6.9 0 2 11 8 2 5ユ7 1 56 4 9 6 2 1 0 0

エ　失対事業吸収者調

年
区 分 4 3 4 4 4 5 4 6 4 7

年 間 吸 収 者 数 3 5 7 ,4 3 1 3 3 9 ,7 0 5 3 1 6 ,1 4 3 2 8 2 ,7 7 4 2 5 2 ,7 6 0

1 日平均 就 労 者数 1,3 5 4 1 ,2 9 7 1.1 9 7 1 ,0 7 1 9 5 7
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(2)賃金・見舞金

ア　賃金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(暗48-4.1現在)

能 率 区 分 1 2 3 摘 要

作

n

区

分

A 1,7 6 7 円 1,6 0 6 円 1,5 8 1 円 1. 就業者数 9 3 1 人

2. 在籍者 1,0 2 9 人

3 . 留保者 2 4 人

4 . 在籍者に対する比率 9 3.0 5 多

B 1,3 8 6 1,3 6 0 1,3 3 5

C 1,3 0 5 12 8 0 1,2 5 0

読

当

人

局

A - A 1 人 5 8 人

B 1 3 8 2 4 0 6

C 3 2 5 1 0 8 5 5

イ　見舞金　(1人当り)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　円)

区 分 年 度
4 3 4 4 4 5 4 6 4 7

夏

国 6,3 9 0 7,2 0 0 8,2 3 5 9,3 6 9 l l,2 4 8

県 2,6 5 0 3ー0 0 0 3,4 0 0 3,8 5 0 4 ,3 0 0

初 市 9β1.0 l l,0 0 0 1 2 ,5 1 5 1 4 ,2 0 1 1 6,2 0 2

計 1 8 ,8 5 0 2 1,2 0 0 2 4,1 5 0 2 7,4′2 0 3 1,7 5 0

午

国 1 5 ,4 8 0 1 8,0 0 0 2 0,5 8 7 2 4,4 6 3 2 7,9 4 1

県 5,6 0 0 6,2 0 0 6 ,8 0 0 7,4 0 0 8,1 5 0

* 市 1 89 2 0 2 0,8 0 0 2 2 ,9 1 3 2 5,2 3 7 2 7,9 5 9

計 4 0,0 0 0 4 5,0 0 0 5 0,3 0 0 5 7,1 0 0 6 4,0 5 0

(注) 4 6年度年末支給分より就労日数による段階制を設けた

(3)厚　生

ア　就職等奨励金

失業者就労専業就労者の一般常雇用-の就労叉は自営開業を促進し、就労者の生活安定に寄与することを

目的として、昭和39年10月1日より実施している。

贈与金1人市よ。40,000円(45年度まで30,000円)県より50,000円(醸、県音負担)

計90,000円

就職等奨励金支給状況

区 分 年 度 4 3 4 4 4 5 4 6 4 7

節

本

就 職 者
男 1 3 0 3 3 ( 3 2 )

女 1 2 0 2 4 ( 2 4 )

自 営 開 業 者
男 1 6 7 5 6 . 1 0 8 ( 1 0 4 ) 4

市 女 2 1 8 1 4 1 1 1 ( 1 1 0 ) 2

計 3 9 1 6 1 1 0 2 7 6 ( 2 7 0 ) 6

鶴

本

就 職 者
男 2 2 . 0 2 4 ( 2 4 )

女 0 . 1 0 2 7 2 7 )

自営 開 業 者
男 3 2 2 4 5 4 5 3 )

3
県 女 1 2 1 6 0 4 6 ( . 4 4 )

計 1 7 4 1 4 1 5 1 ( 1 4 8 ) 3

合 計 5 6 2 0 2 1 4 4 2 7 ( 4 1 8 ) 9

)内は4 6年度雇用奨励制度特別措置者数　国支給金額250,000円
市支給金額1 50,0 00円
合　　　計400,000円
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イ　共済会

失業対策事業に就労する労務者で粗放する各組合員の、互助共済及び福祉増進を計ることを目的として、

昭和3 8年1 0月1日厚生会が設立された。

補助金　1カ月1人当り　50円

厚生会補助金:交付状況

8.4　昭42.9までは3

2.9'暗4 6.3までは5

7.4　現在

年 度

組 合 名 区 分

4 3 4 4 4 5 4 6 4 7

人 員 交 付 額 人 員 交 付 額 負 交 付 額 人 員 交 付 額 人 員 交 付 額

全 日 自労 熊 本 分 会 共 済 会 2 0 0
w

1 2 0 1 5 0 1 8 7

円

1 1 2 2 0 0 1 7 7

円

1 0 4 ,7 0 0 1 4 3

H

9 0 3 0 0 1 4 1

円

1 3 9 芦8 0

全 国 自労 熊 本 市 部 〝 3 9 1 2 3 5 0 5 0 3 5 8 2 1 4 β0 0 3 1 4 1 8 6 0 0 0 2 5 2 1 6 0 ,9 5 0 2 4 9 2 4 6 β7 0

熊 本 建 設 労 組 〝 4 6 0 2 7 6 8 0 0 4 3 8 2 6 2 8 0 0 3 9 5 4 0 β0 0 3 2 9 2 0 9 2 5 0 3 4 3 3 3 8 2 2 0

若 本 管 撃 撃 新 雲
1 8 5 1 1 2 声0 0 1 8 0 1 0 8 ユ5 0 1 4 0 8 4 7 5 0 5 2 4 3 β5 0 5 3

2 1

5 2 ,4 1 0

熊 本 失 対 民 自 労 厚 生 会 3 1 1 8 J5 0 0 2 7 1 6 0 5 0 2 0 1 2 3 0 0 0 2 ,7 0 0 -

熊 本 市 失 対 観 光 〝 1 4 8 ,7 0 0 1 6 9 β0 0 1 5 8 8 5 0 2 2 1 2 0 0 0 2 0 β4 0

熊 本 特 失 労 組 〝 8 2 4 9 3 5 0 8 3 4 9 5 0 0 8 0 4 8 ,4 5 0 5 5 3 6 ,7 5 0 5 3 5 2 ,4 1 0

全 国 協 和 労 働 組 合 共 済 会 - - - - - - 5 4 2 4 β0 0 4 6 4 8 8 4 0

新 熊 本 労 組 厚 生 会 3 2 1 9 5 0 0 2 8 1 6 9 5 0 2 5 1 4 5 5 0 2 5 1 4 ,7 0 0 2 3 1 9 声3 0

熊 本 新 生 〝 6 4 3 8 5 5 0 6 1 3 6 ,7 5 0 6 2 3 7 2 0 0 3 9 2 6 ,7 0 0 3 9 3 8 6 1 0

葺 竜 ㌔ 失 ㌔ 君 誉
I 2 0 5 8 5 0 1 8 1 0 β0 0 1 5 9 ,4 5 0 1 5 1 2 β0 0

計 ,4 5 9 8 7 8 ,7 0 0 3 9 8 8 3 2 3 5 0 1 2 4 6 4 7 9 0 0 9 8 6 6 3 1,0 5 0 9 8 6 9 7 0 ,0 8 0

9国民健康保険(昭和34年7月1日事業開始)

(1)世帯数及び被保健音数

区 分 年 . 皮 4 3 4 4 . 4 5 4 6 4 7

総 世 帯 数 1 3 2 ,3 7 5 1 4 0 ,3 3 0 1 4 4 ,2 3 1 1 4 6 ,8 8 5 1 5 0 ,0 7 9

被 保 険 者 世 帯 数 4 2 ,4 7 4 4 5 ,1 3 0 4 8 ,6 1 0 5 1 ,1 0 2 5 2β 2 5

加 入 率 鯛 3 2 .0 9 3 2 .1 6 3 3 .7 0 3 4 .7 9 3 5 .2 0

m 4 3 0 ,5 7 4 4 3 4 ,5 9 6 4 4 4 ,3 5 6 4 4 7 ,2 0 0 4 5 2 ,5 5 8

被 保 険 者 教 1 3 2 ,6 4 1 1 3 7 ,6 3 2 1 4 4 ,8 3 1 1 4 9 ,5 9 5 1 5 2 3 1 .7

加 入 率 (狗 3 0 .8 1 3 1 .6 7 3 2 .5 9 3 3 .4 5 3 3 ,6 6

(荏)総世帯数及び総人口は各年度3月3 1日現在
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GZ)保険税賦課徴収状況

区 分 年 度
4 3 4 4 4 5 4 6 4 7

魂 調 . 定 額 四 5 3 6 3 4 2 1 4 0 5 6 8β5 1 ,7 9 0 6 3 9 5 1 0β 1 0 7 8 7 1 5 1 1 0 0 8 6 9β0 9 1 8 2

餐

皮

収 入 済 額 ←) 5 2 3 2 4 6 0 5 0 5 5 1 4 9 2 9 5 5 6 1 8 1 5 2 7 7 5 7 5 6 ,4 2 6 3 5 0 8 4 2 3 6 9β2 2

分 収 納 率 (% ) 9 7 5 6 9 6 9 5 9 6 6 6 9 6 1 0 9 6 8 5

過 調 定 額 田 1 8 ,7 7 4 9 6 1 2 4 8 5 9 ,4 1 0 3 6 β7 0 1 4 9 4 8 ,7 8 3 3 0 0 6 3 3 8 3 1 3 8

年

皮
収 入 済 額 (") 5 2 7 7 9 5 1 5 ,4 0 2 ,4 8 0 8 ,8 7 5 ,4 6 0 1 0 3 9 4 2 7 8 2 0β4 3 1 5 8

分 収 納 率 的 2 8 1 1 2 1 .7 3 2 4 2 0 2 3 1 0 3 3 7 5

計

調 定 額 四 5 5 1ユ1 7 1 0 1 5 9 3 ,7 1 1 2 0 0 6 7 6ユ8 0 3 5 9 8 3 5 9 3 4 9 0 0 9 3 3 1 9 2β2 O

収 入 済 額 (" ) 5 2 8 5 2 4 0 0 1 5 5 6β9 5 ,4 3 5 6 2 7 0 2 8 2 3 5 7 6 7 ,4 2 0 ,6 2 8 8 6 2 4 1 2 ,7 8 0

収 納 率 (4 ) 9 52 1 9 3 8 0 9 2 .7 3 9 1 9 3 9 2 8 1

賦 課 期 日 4 月 1 日 4 月 1 日 4 月 1 日 4 月 1 日 4 月 1 日

徴 収 回 数 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2

税

負

被 願 者 1 人 当 り (円 4 0 4 4 4 1 3 3 4 4 0 5 5 3 0 1 5 7 0 3

筈

辛

最 . 高 (〟) 5 0 8 0 0 5 0 β0 0 5 0 0 0 0 8 0β 0 0 8 0 0 0 0

担 最 低 (〟) 3 3 3 0 3 3 3 0 3 3 3 0 3 3 3 0 3 3 3 0

敬 平 均 (") 1 2 β2 8 1 2β0 5 1 3 2 0 6 1 5 5 8 3 1 6 ,4 9 9

煤

険

税

所 得 割 的 旦呈旦 3 2 5 3 2 5 3 2 5 3 2 5
1 0 0 T す訂 丁 o o 了す訂 了石す

資 産 割 (")

均 . 等 割 田

1 8 1 8 1 8 1 8 1 8
T 百訂 T t只「 丁 6て「 1 甘訂 丁百す.

12 3 6 1 2 3 6 1 2 3 6 1 2 3 6 1 2 3 6

率 平 等 割 .←) 2 ユ0 0 2 ユ0 0 2 ユ0 0 2ユ 0 0 2 1 0 0

賦 所 得 割 ㈱ 5 1 3 5 5 3 8 8 5 4 9 9 6 3 3 3 6 5 8 1

課 資 産 割 (" ) 6月2 7 2 2 7ユ4 6 3 1 6 .7 0

割 均 等 割 (" ) 2 6 .7 8 2 5 0 1 2 4 C 5 1 9 2 1 1 7 3 5

令 平 等 割 ←) 1 4 4 5 1 3 8 9 1 3 S 2 1 1 1 5 1 0 1 4

翰　給付状況

区 分 年 度
4 3 4 4 4 5 4 6 4 7

給 割 世 帯 主 ( 刺 ) 7 7 7 7 7

付 合 家 族 ( 〟 ) 7 7 7 7 7

寮 諸 件 数 6 4 8,7 8 2 6 9 0β8 6 7 3 05 0 5 7 7 5 5 7 6 8 2 50 4 9

* g 費 用 ( 円 ) 20 8 03 3 90 4 0 2 ,4 2 1,0 2 1β9 7 2 3 4 0 0 2 4 8 9 0 a3 5 50 1 9 ,7 0 4 43 6 4 6 3 1β9 5

助 件 . 敬 1,7 5 1 1,8 2 7 1,9 5 8 2 0 5 6 2,1 17

産 費 用 ( 円 ) 52 5 30 0 0 1 2 8 6 1,0 0 0 1 92 2 70 0 0 2 0 ,5 1 8 0 0 0 2 11 70 ,0 0 0

費 ( 3 0 0 0 ) ( 10β0 0 ) ( 1 00 0 0 ) ( 1 08 0 0 ) ( 1 08 0 0 )

育 件 数 9 7 0 9 5 1 10 9 7 12 8 0 1,0 8 2

児 費 用 ( 円 ) 1ユ4 12 0 0 1,1 0 9β0 0 12 9 4 0 0 0 15 0 2 ,4 0 0 12 7 8β0 0

費 ( 2 0 0×6 カ月 ) (2 0 0 ×6 カ月 .) (2 0 0 × 6 カ月 ) (2 0 0 × 6 カ月 ) (2 0 0 ×6 カ月 )

罪 (+ 5K 9 3 7 9 5 2 8 8 3 9 4 4 9 6 5

祭 費 用 ( 円 ) 1β7 4)30 0 1,9 0 41)0 0 1,7 6 6 0 0 0 1,8 8 80 0 0 1,9 3 0β0 0

費 ( 2 0 0 0 ) ( 28 0 0 ) ( 20 0 0 ) ( 2β0 0 ( 2)50 0 )

+ ∵ 件 数 6 5 2,4 4 0 6 9 4,4 1 6 7 3 4 4 4 3 7 7 9β5 6 8 2 9 2 1 3

費 用 ( 円 ) 28 8 85 0 72 4 0 2,4 3 6 0 9 6ユ9 7 2 3 6 2 3 1 1β9 0 33 7 89 2 8 1 0 4 4 3 8 9 0 1 02 9 5

は ゆ施 件 数 4 1,4 4 7 4 2β5 4 4 8 ,4 5 0 5 43 8 8 5 92 8 7

り 費 用 ( 円 ) 4 1 4 4,7 0 0 4 2 6 5,4 0 0 79 8 35 9 0 92 4 59 6 0 1 0 0 7 8 7 9 0

き う術 ( 1 0 0 ) (1 0 0 ) ( 1 7 0 ) ( 1 7 0 3 ( 1 7 0 )

(荏)(　)内は1件当り給付額
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㈱　診療費・諸率

区 年 度
4 3 4 4 4 5 4 6 4 7

受 診 率 ( 酵 ) 4 8 5 .2 7 4 9 8 .4 3 4 9 9 .5 9 5 1 8 .8 8 5 3 7 .8 9

1 件 当 り 日 数 4 .6 4 .5 4 .2 4 .3 4 3

1 件 当 り 費 用 額 (円 ) 3 2 1 9 3 ,5 1 5 4 ,0 3 9 4 ,3 3 9 5 ,3 0 4

1 人 当 り 費 用 額 ( 〟) 1 5 ,6 2 1 1 7 ,5 2 2 2 0 ,1 7 6 2 2 ,5 1 4 2 8 ,5 2 7

1 人 当 り 受 診 日 数 2 2 2 3 2 1 2 2 2 3

1 日 当 り 費 用 覆 ( ′′) 6 9 6 7 7 6 9 5 7 1 ,0 1 6 1 ,2 3 8

1 世 帯 当 り 費 用 額 ( 〟 ) 4 8 ,7 8 1 5 3 ,4 3 7 6 0 ,4 8 5 6 6 ,1 8 1 8 2 ,5 2 6

出 生 率 ( 珍 ) 1 .3 2 1 3 3 1 .3 5 1.3 8 1 .4 0

死 亡 率 ( ′′) 0 一.7 1 0 .6 9 0 .6 1 0 .6 4 0 .7 3

(5)納付組織

名　　　称　　国民健康傑換金

組　織　数　　597

加入状況　100酵

事　務　費　(保険会長の事務費)

当該保険会を通じて当該月に係る保険税を納期内に完納したとき、債収菩1枚につき、 2 0円

当該偶数全を通じて当該月に係る保険税を納期限の翌日から翌月の1 0日までに完納したとき、債収

書1枚につき、 lo門

保険委員報酬

受持世帯5 0世帯以下　　　　　年額　　　　2,6 0 0円

5 1世帯～90世帯

9 1　〝　′-130〝

1 31　〝　・1 70〝

1 71　〝以上

2,800

3,000

3,200

3,400

10　国民年金　　　(昭和34年8月22日事業開始)

の　拠出年金被保険者状況

7 ! 4 3 4 4 4 5 . 4 6 4 7 .

ォ・

煤

険

者

強 制 加 入 者 5 6 ,4 9 9 5 8 ,6 0 7 6 0 ,0 2 3 7 1 ,7 1 7 6 4 ,7 5 2

任 意 加 入 者 1 3 ,2 4 5 1 9 ,2 2 2 2 1 ,6 9 5 2 1 ,8 5 0 2 4 ,5 5 6

計 6 9 ,7 4 4 7 7 ,8 2 9 8 1 ,7 1 8 9 3 .5 6 7 8 9 ,3 0 8

保 免

険 除

料 者

法 定 免 除 者 2 ,7 6 4 2 ,8 3 8 2 ,9 3 9 3 ,0 1 8 2 ,9 5 0

申 請 免 除 者 4 ,8 0 3 4 ,4 7 0 4 ,3 6 7 4 ,0 2 7 3 ,7 3 6

計 7 ,6 5 7 7 ,3 0 8 7 ,3 0 6 7 ,0 4 5 6 ,6 8 6

免 除 率 ( 珍 ) 1 0 .8 9 .4 8 .9 7 . 5 7 .4

-79-



'Z)拠出年金受給者及び支給年金額

年 度

区 分

4 5 4 6 4 7

受 給 者 年 金 額 受 給 者 * & 受 給 者 年 金 額

母 子 年 金 2 9 9
2 6得 % 0 89

3 3 1
3 1ユ8 0β0 0円

(9 12 0 0 ) 3 4 8 3 60 6 2P O O R(1 0 03 0 0 )

障 害 年 金 1 2 3
1 36 7 6 0 0 0

( 6 0β0 0 ) 1 6 9 ! ,7 呈4P 0 0O fl O O )
2 0 9

2 閏 塁p o oO O O )

遺 児 年 金 2 4 1,6 5 60 0 0
(3 0β0 0 ) 2 5

1,7 6 1β0 0
(9 12 0 0 ) 2 9

23 7 9β0 0
( 1 0 0β0 0 )

準 母 子 年 金 - ( 5 5 2 0 0 )
- - - -

計 4 6 6 4 1,5 4 8 0 0 0 5 2 5 5 1,6 8 6,4 0 0 5 8 6 6 3,7 0 60 0 0

(荏) (　)内は年間1人当り受給額

e)検認実施状況

区 分 . 年 度
4 3 4 4 4 5 4 6 4 7

検 認対 象 月 数 6 1 8,4 6 6 6 7 6 .4 4 5 7 8 8,1 0 8 7 5 8,5 9 7 7 8 1,4 1 1

検認実施 月 数 6 0 6,9 0 0 6 6 7,7 5 4 7 7 9,5 5 5 7 5 3 ,4 4 0 7 8 2 β9 6

前 納 月 数 2 ,3 5 0 2 .2 2 5 2 2 8 1 2,1 4 3 1 4 ,8 5 5

検 認 率 ㈱ 9 8.5 9 9 .0 9 9 .2 9 9.6 1 0 0 2

軸　給付組合　　(昭4 8.4.1現在)

納付組合設置数　　　5 0 0敵合

組　合　員　数　　　89,308人

組　　放　率　　　98.8多

手　　数　　料　　　取り扱い1カ月につき1 5円

B)福祉年金受給該当者状況

区 分 年 度
4 3 4 4 4 5 4 6 4 7

老 齢 1 2 2 5 0 8 8 C l 1 2 ,4 8 1 8 8 3 ' 1 3 5 8 5
8 8 6 酵

1 4 ,7 8 2 8 9 2 ' 1 5 ,7 2 7 8 9 .7 ^

障 害 1,4 4 3 1 0 4 1 ,4 8 4 1 0 ふ 15 7 8 1 0 3 1 ,6 6 1 1 0 1 1 ,7 2 4 9 8

母 子 2 2 6 16 1 6 7 X L 1 7 1 l l 1 2 5 0 !7 8 5 0 5

準 母 子 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 1 3 9 1 9 1 0 0 1 4 1 3 2 1 0 0 1 5 3 3 4 1 0 0 1 6 5 6 8 1 0 0 1 7 5 3 6 1 0 0

6)福祉年金受給状況

区 分
4 5 4 6 4 7

全 額 支給 一 部

支 給
計 全 額 支 給 - a s

支 給
計 全 額 支 給 妄 蒼 計

老

令

ft a 1 0β5 7 9 2 3 l l ,5 8 0 1 3 2 4 5 4 6 1 3 2 9 1 1 4 4 5 7 1 1 2 1 4 5 6 9

金 額 (千円) 2 5 5 ,7 6 8 7 8 3 2 2 3 3 4 0 9 0 3 6 5 5 6 2 6 5 0 3 6 6 2 1 2 4 5 5 3 9 7 1 0 6 9 4 5 6 4 6 6

障

隻
EJ

{* 3R 1 ,4 7 0 1 7 1 ,4 8 7 1 ,5 7 3 5 1 5 7 8 1 ,6 6 9 5 1 ,6 7 4

金 額(千円) 5 4 β8 4 1 8 6 5 4 8 7 0 6 4 J 7 8 1 4 6 4 1 9 2 1 0 0ユ4 0 4 5 1 0 0 1 8 5

母

千

件 数 1 4 9 3 1 5 2 1 0 9 1 1 1 0 7 6 3 7 9

金 額(千円) 4 8 5 5 3 0 4β8 5 3β5 6 l l 3 β6 7 3 3 1 2 1 3 3 3 2 5

計
件 数 1 2 2 7 6 9 4 3 1 3 2 1 9 1 4 9 2 7 5 2 1 4 9 7 9 1 6 2 0 2 1 2 0 1 6 3 2 2

金 額 (千円) 3 1 5 3 0 7 7 8 5 3 8 3 9 3 8 4 5 4 3 3 5 9 6 6 7 5 4 3 4 2 7 1 5 5 9 ,4 4 9 1ユ2 7 5 6 0 5 7 6
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11　戸籍・住民

(1)各種人口登録数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(各年度3月3 i a環在)

年 度

E -9-

4 6 4 7

本 庁 支 所 計 本 庁 、支 所 計

住

氏

登

サ

人

口

男 1 6 8 ー2 2 3 4 5,4 2 2 2 1 3,6 4 5 1 6 8,1 5 8 4 8ユ 4 4 2 1 6 ,3 0 2

女 1 8 3▼7 9 0 4 9,7 6 5 2 3 3,5 5 5 1 8 3 ,6 3 7 5 2,6 1 9 2 3 6 2 5 6

計 3 5 2,0 1 3 9 5,1 8 7 4 4 7 ,2 0 0 3 5 1,7 9 5 1 0 0,7 6 3 4 5 2 ,5 5 8

世 帯 数 1 2 0 ,9 5 2 2 5,9 3 3 1 4 6 ,8 8 5 1 2 1,8 3 9 2 8 2 4 0 1 5 0 ,0 7 9

欝

∧録

人 口 1,0 4 0 8 3 1,1 2 3 1.1 1 4 - 1,1 1 4

世 帯 数 4 4 1 4 4 4 8 5 4 6 3 - 4 6 3

配

袷

人

口

消 費 3 5 4 2 7 4 6 7,4 5 5 4 2 1,7 2 9 3 4 52 1 4 7 5,7 0 4 4 2 0 ,9 1 8

生 産 7 ,9 6 9 2 5,1 2 9 3 3,0 9 8 7,9 1 2 2 4 ,8 4 2 3 2 ,7 5 4

計 3 6 2 2 4 3 9 2 ,5 8 4 4 5 4,8 2 7 3 5 3,1 2 6 1 0 0 ,5 4 6 4 5 3 .6 7 2

世

ォ

数

消 費 1 2 1,8 5 8 2 0 ,1 0 6 1 4 1,9 6 4 1 2 1,4 3 0 2 2 ,6 3 7 1 4 4 ,0 6 7

生 産 1,6 1 6 4 ,8 1 8 6,4 3 4 1,6 0 1 4 ,8 7 4 6 ,4 7 5

計 1 2 3 .4 7 4 2 4,9 2 4 1 4 8,3 9 8 1 2 3,0 3 1 2 75 1 1 1 5 0 ,5 4 2

GD　各種事務受理件数

年 度
区 分

4 6 4 7

本 庁 支 所 計 本 庁 支 所 計

戸

ffi

出 生 7 ,2 1 6 1 ,4 7 4 8 ,6 9 0 7 ,5 4 4 1 ,6 2 5 9 ,1 6 9

死 亡 2 ,4 7 8 4 4 2 2 ,9 2 0 2 ,4 5 6 4 5 8 2 ,9 1 4

婚 姻 3 ,7 3 4 7 5 9 4 ,4 9 3 3 ,7 7 3 7 1 2 4 ,4 8 5

離 婚 5 2 8 8 0 6 0 8 5 1 7 6 3 5 8 0

ffi 1 ,1 2 3 2 7 1 1 ,3 9 4 1,2 7 9 3 4 5 1 ,6 2 4

認 知 1 0 3 8 1 1 1 1 2 1 5 1 2 6

養 子 録 ヲ阻 2 6 3 5 5 3 1 8 2 3 9 5 0 2 8 9

養 子 離 縁 6 6 8 7 4 5 6 1 4 7 0

A 3 0 3 4 7 3 5 0 3 0 0 3 5 3 3 5

分 籍 4 0 2 4 2 5 0 8 5 8

そ の 他 5 0 2 1 1 7 6 1 9 5 1 8 1 6 7 6 8 5

計 1 6 ,3 5 6 3 ,2 6 3 1 9 ,6 1 9 1 6 ,8 5 3 3 .4 8 1 2 0 ,3 3 5

住 転 入 2 0 ,9 7 6 4 ,0 0 9 2 4 ,9 8 5 2 0 ,4 5 9 3 ,7 2 5 ? 4 ユ 8 4

氏
転 出 2 0 ,5 9 9 3 ,7 3 1 2 4 ,3 3 0 2 0 ,1 1 2 3 ,6 0 3 2 3 ,7 1 5

登

&

転 居 2 0 ,2 5 3 6 ,9 2 3 2 7 ,1 7 6 2 0 ,1 8 9 6 ,0 9 8 2 6 2 8 7

そ の 他 1 4 ,4 2 5 2 ,4 7 9 1 6 ,9 0 4 1 3 ,8 6 8 3 ,0 1 6 1 6 ,8 8 4

計 7 6 2 5 3 1 7 ,1 4 2 9 3 ,3 9 5 7 4 ,6 2 8 1 6 ,4 4 2 9 1 ,0 7 0

印 新 規 1 5,1 7 2 3▼5 3 1 1 8 ,7 0 3 1 6 ,1 9 3 4 .3 2 3 2 0 ,5 1 6

鑑 改 印 l l,2 2 4 2 ,0 6 3 1 3 ,2 8 7 1 0 ,8 6 9 2 ,1 1 5 1 2 ,9 8 4

登

録

廃 印 そ の他 1 2 ,8 8 9 1 ,2 1 7 1 4 ,1 0 6 8 ,9 8 5 1 ,5 4 9 1 0 ,5 3 4

計 3 9 ,2 8 5 6 ,8 1 1 4 6 ,0 9 6 3 6 ,0 4 7 7 ,9 8 7 4 4 ,0 3 4

外 登 新 規 1 0 7 -
1 0 7 1 0 0 - 1 0 0

国

人銀

変 更 そ の他 1,5 4 2 - 1 ,5 4 2 1,1 4 5 - 1 ,1 4 5

計 1 ,6 4 9 -
1 ,6 4 9 1 ,2 4 5 - 1 ,2 4 5
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e)各種証明取扱枚数

区 分
本 庁 支 所 計

有 料 無 料 計 有 料 無 料 計 有 料 無 料 計

4 6

午

皮

戸 籍 関 係 1 2 7 4 7 5 7β7 4 1 3 5 3 4 9 3 9β3 0 3 5 0 2 4 3 1 3 2 1 6 7 1 0 5 1 1β7 6 1 7 8 ,4 8 1

住 民 票 関 係 1 2 5 6 9 6 7 1 7 8 1 3 2β7 4 3 1 2 9 0 12 4 7 3 2 5 3 7 1 5 6 9 8 6 8 4 2 5 1 6 5 ,4 1 1

印 濫 証 明 2 5 5ユ1 4 7 8 0 2 5 5β9 4 7 0 ,9 0 8 5 5 1 7 1 ,4 5 9 3 2 6 0 2 2 1 ,3 3 1 3 2 7 3 5 3

転 出 証 明 書 2 28 0 1 3 5 2 2 .0 3 6 3 ,7 3 2 0 3 ,7 3 2 2 5 ,7 3 3 3 5 2 5 7 6 8

そのイ瞳正明関係 1 7 0 5 4 2 1 5 9 1 9 2 1 3 2 ,9 6 5 4 2 1 3 3 8 6 2 0β1 9 2 5 8 0 2 2 5 9 9

埋火 葬 許 可 証 - 2 ,4 4 7 2 ,4 4 7 - 4 8 1 4 8 1 - 2 S 2 8 2 9 2 8

計 5 4 7 3 4 0 2 0 ,4 7 3 5 6 7β1 3 1 4 8 5 2 5 6 2 0 2 1 5 4 7 2 7 6 9 5β6 5 2 6 6 7 5 7 2 2 5 4 0

4 7

午

皮

戸 籍 関 係 13 0ユ2 4 8 11 8 3 1 3 8 2 0 7 4 1 5 2 5 3 8 1 8 4 5 3 4 3 1 7 1β4 9 1 1β0 1 1 8 3 5 5 0

住 民 票 関 係 1 4 7 3 2 7 7 5 9 7 1 5 4 9 2 4 3 7β4 5 1 ,5 1 2 3 9 1 5 7 1 8 4 9 7 2 9 ,1 0 9 1 9 4 D 8 1

H i I監 証 明 2 8 2 ユ5 0 8 1 0 2 8 2 3 6 0 S O B 7 2 9 5 9 8 1β3 1 3 6 2β2 2 1 ,7 6 9 3 6 4 5 9 1

転 出 証 明 書 2 0β0 2 8 9 0 2 1 ,6 9 2 3 ,7 4 9 3 3 ,7 5 2 2 4 5 5 1 8 9 3 2 5 ,4 4 4

その他証 明関係 1 70 6 1 1 3 7 1 1 8 ,4 3 2 3 J 2 9 1 9 8 3 3 2 7 2 0 1 9 0 1 ,5 6 9 2 1 ,7 5 9

埋 火葬 許 可 軍
- 2,4 1 3 2 ,4 1 3 - 4 7 6 4 7 6 I 2β8 9 2β8 9

計 5 9 7 4 6 4 2 1 1 6 4 6 1 8 6 2 8 1 6 6 ,7 2 0

l

6 9 6 6

I

1 7 3 6 8 6 7 6 4 1 8 4 2 8ユ3 0 7 9 2 3 1 4

(荏)(D-(3)の支所欄は6支所を合算したものである(昭4 7年度は7支所合算)

12　住民組織
O)町内自治会の結成状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(各年4・1現在)

午 学 校 区 自 治 全 仏) m . m 世 帯 数 (団
世 帯 数 平 均 忠

蘇 成 率 駒

4 5 4 5 4 3 5 9 .5 7 1 1 1 8 .7 6 5 2 7 3 1 0 0

4 6 5 0 4 7 1 1 0 ,1 8 3 1 2 4 3 6 9 2 6 4 1 0 0

4 7 5 2 4 8 0 1 0 ,7 8 0 1 3 0 ,5 5 5 2 7 1 1 0 0

4 8 5 0 4 8 3 l l ,3 9 9 1 3 5 ,6 7 3 2 8 0 1 0 0

壁)委託事務内容

広報紙(市政だより等)、回覧文書、一般文書(印刷文書)の配布事務

蝕　文書配布委託料　一世帯　年120円

串)補　助　金

㊦　町内自治振興補助金として、町内自治の振興を図り、健全な自治活動に資するための補助金であり、次

の基準により交付する。

町 内 自 治 補 助 金 金 額

2 0 0 世 帯以 下 の 町 内 年 2 0 ,0 0 0 円

2 0 1 世 帯以 上 4 0 0 世 帯以 下 の 町 内 2 5 ー0 0 0

4 0 1 憧 帯 以 上 の町 内 3 0 ,0 0 0

①　町内防犯燈補助金として、防犯燈を管理する町内自治会等の地域団体に対して、補助金を交付するe

防犯燈数　48年度　約60,000燈

補助基準　1燈につき年額500円
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13　住居表示整備事業実施状況
( 昭 4 8 . 4 . 1 .現在 )

∴
整 備 区 域 面 積 世 帯 数 人 口 実 施 期 日

3 8

( 1次

束 子飼 町、 西子飼 町、 井 川淵 町、 北 千 反 ′

町 、 商 千 反 畑 町、 南 坪井 町、 草葉 町、 上

町 、城 東 町、 上 通 町 、水 道 町、 手 取 本 町 、

n-'政 町 、 中央 街 、 苑 畑町 ヾ 下 通 .1 T E∃、

通 2 丁 目、 新 市街 、 破 町 、辛 島 町、紺 屋今

町

K が

1.2 8

世帯

6,5 7 6

A

2 8 .0 0 0

昭

4 0 . 4 . 1

3 9

( 2次

妙 体 寺町 、 坪井 1 ～ 3 丁 目、本 丸、 千葉

町、 二 の丸 、 宮 内、 古 城 町、 古 京 町、

町 1 ～ 4 丁 目

1.6 1 4 ,6 9 5 2 4 ,0 0 0 4 0 .l l . 1

4 0

( 3 次

屋 敷 1 ～ 3 丁 目

大 江 1 ～ 6 丁 目
1.6 2 4 ,7 4 5 2 2 ,0 0 0 4 1 . 7 . 1

4 1

( 4 次 )

大江 1 ～ 2 丁 臥 大 江 2 丁 目 ( 追 加 )

大 江本 町 、 白山 1 ～ 3 丁 目、 岡 田 町、 菅 原

町、 九 品 寺 1 ～ 6 丁 目、 本荘 2 ～ 4 丁 目、

熊本 1 ～ 3 丁 目

1.9 7 8 ,8 3 8 3 5 ,0 0 0 4 2 . 7 . 1

4 2

( 5次 )

5 ～ 6 丁 目、 南熊 本 4 ～ 5 丁 目、 二

木 1 ～ 5 丁 目、 春 日 1 ～ 2 丁 目、 田崎 本 町 1.2 1 6 ,8 1 0 2 7 ,0 0 0 4 3 .l l . 1

4 3

( 6次

、町 1 ～ 2 丁 目、 弥 生町 、 琴 平 1 ～ 2 丁 目

平本 町、 南 熊 本 5 丁 目 ( 追 加 ) 、 内坪井

町、 壷 ill 1 - 2 丁 目、 京 町 1 ～ 2 丁 目、 京

本 丁、 上 熊本 1 ～ 2 丁 目、 段 山 本町 、

日 3 ～ 5 丁 目

2 .3 4 8 ,1 4 7 3 2 .0 0 0 4 4 . 8 . 1

4 4

( 7次 )

前寺 1 ～ 6 丁 目、水 前寺 公 園、 神 水 1 丁

目、 上京 塚 町、 京塚 本 町、 九 品寺 1 丁 目

( 追 加 ) 、 本 荘 1 丁 目

2.7 3 8 ,9 8 0 3 6 ,0 0 0 4 5 .1 0 . 1

4 5 平井 4 ～ 6 丁 目、 薬園 町 、子 飼 本 町、 皇 園 4 .2 0

l l ,2 3 2 2 5 ,0 0 0 4 7 . 4 . 1
( 8次

、 黒 髪 1 ～ 8 丁 目、 上 水 前寺 1 一～ 2 丁

目、 .

( 町界 町 名変

更 のみ 1.6 5 )

4 6

( 9次

棄町 、 栄 町、 東 原 町、 両 町、 水 源 町、

町、 湖 東 町、 出 水町 大 字長 薄、 画 図 町 前 期 2.3 6 9 ,9 0 0
5 0 ,0 0 0

4 7 . 1 2 . 1

江 津、 春 竹 町 大 字春 竹 の 全域 、 東 野 3 丁 後 期 2.7 8 8ー9 0 0 4 8 . 8 . 1

日、秋 津 新 町 、 秋 津町 秋 臥 健軍 町、 神 (町 界町 名変

、 出水 町 大 字 今、 出 水 町 大字 国 府 の各

u

更 のみ22 2 )

4 7

(l o訳)

田 町全 域 、荘 園 町全 域、 島崎 町 大字 島 n

崎町 大 字 宮 内 .. 横 手 町 全域 、 清 水 町 大字

津 浦 1 3.2 1 6 ,0 0 0 5 0 ,0 0 0 4 9 . 9 . 1

坂 町、 春 日町 の 一部 ( 実施 予 定 )
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14　交通安全対策

(1)交通安全対策事業

本市では、昭和4 2年4月市長公室秘書課に交通安全対策室を設置し,地方自治法で市の固有事務として

規定されている「交通安全の保持」のため、一連の交通安全対策事業を実施してきた。

しかし、昭和4 5年6月に交通安全対策基本法が施行され、地方自治体の責務が明示されることにより、

本市もこれに基づき交通安全対策会議条例を制定すると共に、この撒会に現在の交通情勢に対応できる体制

を整えるため、従来の交通安全対策室を課に昇格した。その後、交通安全対策事業は、交通安全対策会議で

策定される、鮮本市交通安全計画を中心に、交通安全思想の普及徹底、道路環境の整備促進、被害者の救済

を柱に一層車力に推進している。

ア　交通安全教育の普及徹底

安全教育

学校、町内会、各種団体において、講演会、映写会、座談会、実技指導を年間を通して実施している。

交通指導員制度

昭和44年10月1日に発足し、現在委嘱されている交通指導員数は240人で、 1日、 10日、 20

日の交通安全の日及び春秋の交通安全運動期間中、朝の通学通園時に街頭指導を行をうと共に地域におけ

る中核的指導者として交通安全に関する諸活動の指導にあたる0

待　遇

o無報酬で年間2,0 0 0円程度の記念品を贈る

o装備品の貸与一夏冬服上下・旗・筒・胸章・腕章・手袋・市章ワッペン・雨衣・帯革

o公務災害の補償を通用する

交通安全運動の推進

春秋の全国交通安全運動にとどまらず、年間を通じて季節的事故防止運動を推進しているo

o交通安全対策車による呼びかけ、市政だより.パンフレットの配布、ポスター・懸垂幕・写真・標語

の掲示等による広報活動

o現地検討会、巡回パトロール、演劇会等交通安全に関する一連の催物

o安全教育の集中的実施

母の会の結成

母親が一家の交通事故防止の主役的役割をはたしてもらうため,各地域ごとに交通安全母の会の結成を

はか'・^o

結　成　数

11グループ

主な活動

o母親が交通ルールやマナーを身につけるための交通安全学習会を開催

o家族の交通安全について、母親が.) -メ-シップをとり、時にふれ注意を促す

○地域の交通安全活動について卒先し、参加協力する
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イ　道路環境の整備促進

市民の交通安全施設設置要望の総合窓口となり、要望の早期実現のた軌　関係機関に横極的に働きかけ

市民と関係機関のパイプ役を果たすと共に現在は、スク-ルゾーン内の交通安全施設の整備に特に力を入

れ、関係機関と一体となって取り組んでいるo

ウ　救済活動

交通事故による被災者を救済するため、交通災害共済事業及び交通事故相談所を開設。

エ　交通遺児援助基金の設立

昭和4 8年度から交通遺児で、小学伐、中学校に入学するものに就学援助金を支給するため総額4 0 0

万円の基金を秩立てている○

オ　市営花畑駐車場

市内中心部の駐車禁止促進に伴ない、駐車場整備が急務であるとの考えから、市民会館前に建設し、昭

和4 7年1月にオープンしたO

所　在　地　　熊本市花畑町4番18号

経営主体　　熊　本　市

総　工　費　　77,000千円

規　　　模　　鉄筋コンク1)-ト構造、地下1階、地上1階

総　面　積　　2,568が

収容台数　82台(記TL H書

駐車料金

3 0分ご 車 種 普通 自動車 軽 自 動 車

普 通 料 金
5 0 円 4 0 円

特 別 料 金 2 5 2 0

(荏)普通科金一午前8時から午後1 1時までの閏に入庫し、出庫するもの

特別料金.・・午後5時以降に入庫し、里E]の午前5時から午前8時まで

の問に出産するもの

営業模要 (昭和4 7年度)

区 分 種 普 通 自動車 軽 自 動 車

台 数 5 4 β5 1 2 4,7 0 8

収 入 - 1 2β7 8,3 2 5 円 4,4 8 3,0 5 0 円
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力　救済事業の拡充強化

交通事故相談　昭和4 2年7月開設、相談事項に応じた解決法を教示していたが、 4 7年4月新たに

事故相談所を開設し、専門相談員2名による毎Elの相談業務のほかに毎週木曜日には弁

護士を招き法律上の特別相談を行なっている。

交通事故相談件数

午 件 数
内 訳 利 用 者

被 害 者 加 署 者 古 内 痕 内 県 外

4 3 2 6 2 2 1 9 4 3 2 4 9 1 2 1

4.4 3 8 0 2 9 1 8 9 3 2 6 4 9 5

4 5 2 8 7 2 2 3 6 4 2 4 9 3 1 7

4 6 3 4 1 2 8 7 5 4 3 0 6 3 1 4

4 7 9 5 1 7 6 3 1 8 8 8 6 9 7 6 6

相談内容別件数・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(昭和47年度)

相内

談容

賠責 鑑の 過

失

示仕 示変

致更

億不 自請

賠

労保

5{

訴の

i".

身の 生維 福利 各措 電 よ そ

任 償算
程

読 釈
後取

倭 蒜求 災険

社債

蒜利 歴更

膵

計 礼

施

種置

援利

話孟 の

償者 額定 皮 の方 の消 務行 険等 会用 停用 書生 の持 、設用 護用
I

に凄 他

.ii': 5 8 1 1 9 1 5 2 2 5 6 1 8 2 0 3 1 2 7 2 0 4 . 0 4 1 2 3 9 2

GZ)交通安全施設等設置状況

年 度

工 種

4 4 4 5 4 6 4 7

延 長 又 は箇 所 事 業 費 正長 又は箇 所 事 業 費 正長 又 t噸 所 事 業 費 正長 又は 箇所 事 業 費

歩 道

横 断 歩 道 橋

道 路 照 明

防 護 柵

中 央 分 社 帯

交 差 点 改 良

92 0 1 m

9 8 1 m

4 ,8 1 0 m

1 カ所

l o 基

5 3 ,3 調

3 .1 4 6

1 ,0 8 0

7 5 2

8 3 0

5 .8 8 8 m

1 カ所

4 6 2 m

1 カ所

4 9 2 調

5β 6 9

1 ,4 3 7

6 7 9

6 ,6 5 1 m

3 ,0 0 1 m

l l ,9 8 0 m

(k 1墓 爵

6 0 ,0 2 も

8 ,6 7 7

1 ,2 5 0

8 1 4

5 5 1 9 .2 m

3 ,9 7 0 .5 m

1 カ所

5 7 ,9 6 r(?

l l ,0 4 0

4 0 0

区 画 線

バ ス 停 車 苛

道 路 標 識

5 0 0 m

1 2 6基

1 4 5

7 7 3

2 ,9 5 0 m

2 0 8 基

6 4 0

1,2 6 2

道 路 .反 射 鎮

歩 道 舗 装

視 線 誘 導 標

踏 切構 造 改 良

3 3 基 9 4 5 4 8基

2 ,3 0 0 m

1,3 6 3

5 ,0 4 2

5 0 基

1 カ所

1 ,4 7 4

7 7 0

8 7 基

4 カ所

3 ,2 5 7

4 ,0 8 9

計
- 6 0 ,1 0 1 - 6 4 ,0 9 8 - 7 3 ,0 0 5 - 7 8 .6 4 8
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a)交通災害共済事業

施行年月日　　昭和4 3年4月1日

方　　　式　　市　直　営

共済期間　　加入日の翌日から翌年3月31日まで(年度区分)

ア　会　　費
(昭4 5.4.1改正)

会 員 と な っ た 日 中 学 生 以 下 般

4 月 1 日 ～ 6 月 3 0 日
3 6 5 円 5 0 0 円

7 月 1 日 ～ 9 月 3 0 日 3 0 0 4 2 0

1 0 月 1 日 ～ 1 2 月 3 1 日 2 4 0 3 4 0

1 月 1 日 ～ 3 月 3 1 日 1 8 0 2 6 0

(荏)生活保護を受けている者の加入は会費免除(共済見舞金は市負趣)

イ　共済見舞金
(昭4 5.4.1改正)

等 級 傷 害 の 程 度
共 済 見 舞 金 基 準 額

入 院 通 院

1 死 亡 し た 場 合 5 0 0 ,0 0 0 円 以 内 5 0 0 ,0 0 0 円 以 内

2 全 治 6 カ 月 以 上 の 傷 害 を うけ た 場 合 1 0 0 ,0 0 0 〝 5 0 ,0 0 0 〝

3 全 治 5 〝 8 0 ,0 0 0 ′′ 4 0 ,0 0 0 〝

4 全 治 4 〝 6 0 ,0 0 0 〝 3 0 ,0 0 0 〝

5 全 治 3 〝 4 0 ,0 0 0 〝 2 0 ,0 0 0 〝

6 全 治 2 〝 2 0 ,0 0 0 〝 1 0 ,0 0 0 〝

7 全 治 1 〝 1 0 ,0 0 0 〝 5 ,0 0 0 〝

8 全 治 1 カ 月 未 満 の 傷 署 を うけ た 場 合

( た だ し、 1 週 間 未 満 の 入 院 の 場 合 は 、 通

院 と み な す 0 )

5 ,0 0 0 〝 3 ,0 0 0 〝

(荏)会員以外の者(市内居住)が交通事故により死亡したときは、弔慰見舞金5,0 0 0円(市負麹)

を支払う

ウ　加入状況

年 区 分 加 入 者 会 費 収 入

4 4 9 0 , 0 5 4
3 2 ,8 6 9 ,7 1 0円

4 5 ′/ 6 , 1 5 0 3 4 ,4 6 3 ,3 5 0

4 6 7 0 , 8 5 2 3 3 ,0 9 9 ,1 2 5

4 7 6 2 , 1 8 0 2 9 , 1 0 1 ,0 5 5
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エ　給付状況

等 級
加 入 年 度 及 び

入 . 通 覧 区 分
見 舞 金 額 件 数 支 給 金 魚

1 専 級
4 5 5 0 万円 1 6 8 , 0 0 0 千円

4 6 5 0 l l 5 , 5 0 0

4 7 5 0 9 4 , 5 0 0

o ・・

4 5
入 院 1 0 9 9 0 0

通 院 5 2 1 0 0

4 6
入 院 1 0 1 5 1 , 5 0 0

通 院 5 1 6 8 0 0

4 7
入 院 1 0 1 0 1 , 0 0 0

通 院 5 3 1 5 0

3 〝

4 5
入 院 8 3 2 4 0

通 院 . 4 5 2 0 0

4 6
入 院 8 9 7 2 0

通 院 4 1 5 6 0 0

4 7
入 院 8 6 4 8 0

通 院 4 1 2 4 8 0

4 〝

4 5
入 院 6 1 0 6 0 0

通 院 3 9 2 7 0

4 6
入 院 6 2 0 1 ,2 0 0

通 院 3 2 6 7 8 0

4 7
入 院 6 1 3 7 8 0

通 院 3 2 2 6 6 0

5 〝

4 5
入 院 4 1 4 5 6 0

通 院 2 1 5 3 0 0

4 6
入 院 4 3 0 1 , 2 0 0

通 院 2 3 2 6 4 0

4 7
入 院 4 2 4 9 6 0

通 院 2 3 1 6 2 0

6 〝

4 5
入 院 2 3 8 7 6 0

通 院 1 ・5 0 5 0 0

4 6
入 院 2 7 9 1 , 5 8 0

通 覧 1 8 4 8 4 0

4 7
入 院 2 6 6 1 , 3 2 0

通 院 1 6 8 6 8 0

7 〝

4 5
入 院 1 9 3 9 3 0

通 院 0 . 5 1 0 8 5 4 0

4 6
入 院 1 1 6 5 1 , 6 5 0

通 院 0 . 5 1 7 3 8 6 5

4 7
入 院 1 1 1 4 1 , 1 4 0

通 院 0 . 5 1 3 7 6 8 5

8

4 5
入 院 0 . 5 1 0 9 5 4 5

通 覧 0 . 3 2 9 7 8 9 1

4 6
入 院 0 . 5 1 2 1 6 0 5

.ii *s 0 . 3 3 4 4 1 , 0 3 2

4 7
入 院 0 . 5 1 1 8 5 9 0

通 覧 0 . 3 2 7 1 8 1 3

弔 慰 見 舞 金
4 5 0 . 5 0 0

4 6 0 . 5 1 5 7 5

4 7 0 . 5 0 0

合 計

4 5

入 院 2 9 2 1 2 ,5 3 5

通 院 4 8 6 2 , 8 0 1

計 7 7 8 1 5 . 3 3 6

4 6

入 院 4 5 0 1 3 . 9 5 5
通 院 7 0 5 5 , 6 3 2

計 1, 1 5 5 1 9 . 5 8 7

4 7

入 院 3 6 0 1 0 , 7 7 0
通 院 5 4 4 4 , 0 8 8

計 9 0 4 1 4 , 8 5 8
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由)交通事故

ア　市内交通事故の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1-1 00

＼ぺ 人 身 事 故 死 者 負 傷 者

実 数 指 数 SR 指 数 実 数 指 数

4 3 3,7 9 5 1 0 0 4 9 1 0 0 4 ,4 4 1 1 0 0

4 4 5,1 3 0 1 3 5 4 6 9 4 6 ,2 8 5 1 4 2

4 5 5.1 4 4 1 3 6 3 2 6 5 6,3 6 1 1 4 3

4 6 5,4 5 0 1 4 4 4 3 8 8 6 ,8 3 2 1 5 4

4 7 5,0 7 3 1 3 4 4 8 9 8 6 ,3 9 1 1 4 4

イ　昭和47年市内交通事故分析

傷者年齢別並びに男女別

年 齢
0 ～ 9

1 0 2 0 3 0 4 0 5 0 6 0 7 0 8 0 9 0
計区 分 ～ 1 9 ～ 2 9 - 3 9 ～ 4 9 ～ 5 9 ～ 6 曾 ～ 7 9 ～ 8 9 ～ 9 9

男 3 5 5 8 0 8 1,4 0 9 8 5 5 6 5 5 3 6 7 2 2 2 8 3 6 0 4 ,7 6 0

女 2 0 3 1 7 6 4 2 6 2 8 6 2 5 5 1 3 7 9 7 3 9 l l 1 1 ,6 3 1

計 5 5 8 9 8 4 1 ,8 3 5 U 4 1 9 1 0 5 0 4 3 1 9 1 2 2 1 7 1 6 3 9 1

比 率 物 8 .7 1 5 .4 2 8 7 1 7 9 1 4 3 7 9 4 S 1 9 0 3 0 1 0 0
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